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平成１５年４月に「社会資本整備重点計画法」が施行され、同年１０月には９つの事業分

野別計画（道路、交通安全施設、空港、港湾、都市公園、下水道、治水、急傾斜地、海岸）

を一本化した「社会資本整備重点計画（計画期間＝H15～H19）」が閣議決定され、中国地

方においては、平成１６年７月に「みらいビジョン中国２１“2004”」を策定しました。 

この度、計画期間を H20～H24 として今後の社会資本整備の方向性をとりまとめた「社会

資本整備重点計画」が、平成２１年３月に閣議決定されました。一方で、国土の形成に関す

る方針を定めた「国土形成計画（全国計画）」が、平成２０年７月に閣議決定され、中国地方

においては「中国圏広域地方計画」が平成 2１年○月に策定されたところです。 

新たに策定した「みらいビジョン中国２１“2009”（仮称）」は、「社会資本整備重点計画」、

「中国圏広域地方計画」との整合を図りながら、概ね 10 年後を見据えた社会資本の整備目

標を設定し、重点的に取り組む主要施策・主要事業についてとりまとめたものです。 

策定にあたっては、「みらいビジョン中国２１策定委員会」において、十分な意見交換を行

いながら策定作業を進めるとともに、「中国地方みらいビジョン懇談会」、パブリックコメント等

で寄せられたご意見を反映して策定しました。 

今後、行政、企業、ＮＰＯ、地域住民の方々が、本ビジョンを各種の地域計画・事業計画

策定にあたっての１つの目安として活用され、中国地方が持続的に発展・成長し、多様で豊

かな生活を楽しめる地域となることを願うものです。 

はじめに ～みらいビジョン中国２１“2009”（仮称）の策定にあたって～ 

中国地方整備局、中国運輸局、大阪航空局、第六管区海上保安本部、 
第七管区海上保安本部、第八管区海上保安本部、大阪管区気象台、 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、岡山市、広島市 

みらいビジョン中国２１策定委員会 
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策定のポイント１：見直しにあたっての３つのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的確なフォローアップ 

重点的、効果的かつ効率的な社会資本整備を吟味 

多くの方のご意見 

地域の独自性の発揮 

中国圏広域地方計画の策定と緊密な連携の下に作業を進め、広域地方計画で示さ

れる中国地方の将来像を実現させるための社会資本整備の具体的な方針を策定しま

した。 

中国地方ではここ数年で、集中豪雨や台風などによる災害リスクの増大、中山間地域

の課題の深刻化、東アジア地域の成長による社会経済情勢への影響、地域に大きな

インパクトをもたらす中国横断自動車道姫路鳥取線、尾道松江線の進捗など大きな変

化が生じており、これらの状況を踏まえ策定しました。 

本ビジョンは、国民生活・産業活動の基盤を形成する社会資本について、どのような

視点に立ち、どの様な分野に重点をおくのかといった整備の方向性を明確にし、その

方向性を踏まえて、「地域整備の目標」とその実現によって国民が享受する「成果」（ア

本ビジョンは、みらいビジョン中国２１“２００４”が目指した目標に対しこれまで行ってき

た取組を総括し、的確なフォローアップを行った結果を踏まえ策定しました。 

「中国地方みらいビジョン懇談会」「パブリックコメント」等により、様々な立場の多くの

方々からのご意見を踏まえて策定しました。 

課題を次に活かす 

主要事業を吟味 

中国圏広域地方計画との連携 

１ 

２ 

３ 

ウトカム指標）を示すととも

に、限られた財源の中で効

果的かつ効率的に社会資

本整備を実施するための取

組を吟味して策定しました。 

新たな動向、社会情勢を反映 
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策定のポイント２：とりまとめにあたっての３つのポイント 

みらいビジョン中国２１“2004”策定後に策定された中国圏広域地方計画をはじめとし

た関連計画等で示される新たな課題・着眼点を踏まえ、目標体系の見直しを行いま

した。具体的には、地域整備の目標ごとに、みらいビジョン中国２１“2004”策定時点

に掲げていた課題に対し、新たな課題・着眼点を加えた上で、既存目標の見直し、

又は新たな目標の追加を行い、さらには地域整備の目標の体系についての組み替

えを行うことで各目標が示す概念や方向性を明確にしました。 

地域の将来の姿を具体的にイメージでき、生活実感に見合ったアウトカム指標とする

ため、数値の変化によって、生活の改善を肌で感じられるような、国民にとってわかり

やすいものとしました。 

「現状」「５年後」の社会資本整備の整備状況をわかりやすく表現したビジュアルマッ

プを作成しました。 

目標体系の組立て 

アウトカム指標 

ビジュアルマップ 

１ 

２ 

３ 

①本ビジョンで取り扱う“中山間地域等”は下記の通りとし、離島および島嶼部を含めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②本ビジョンで取り扱う都市の区分は、定住自立圏 

構想研究会資料の定住自立圏の形成イメージに記 

載された、生活に必要な基礎的機能、高次な都市 

機能が整備されている目安となる人口規模区分に 

合わせ、右記の通りとしています。 

その他 

本ビジョンで用いられる「中山間地域等」のデータは、農林水産省が統計に使用する農

業地域類型の中の「平地農業地域」「中間農業地域」「山間地域」として位置づけられて

いる地域のデータです。 

 

 

 

※出典：「農林業センサス2000」農林水産省 

▼中山間地域等の範囲 

※中国地方整備局により作成 

 

 
区分 人口

大都市 30万人以上

中小都市 ５万人以上30万人未満

小都市 ５万人未満

合計

都市的地域 18.7% 18.7% 都市的地域

平地農業地域 3.1%

中間農業地域 35.5%

山間地域 42.7%

農林水産省の
地域類型

面積構成比

81.3% 中山間地域等

本資料の
地域類型



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地方における今後の社会資本整備の方向性 

中中国国圏圏広広域域地地方方計計画画  

産業集積産業集積産業集積産業集積やややや 

地域資源地域資源地域資源地域資源をををを活活活活かしたかしたかしたかした 

新新新新たなたなたなたな挑戦挑戦挑戦挑戦でででで 

持続的持続的持続的持続的にににに成長成長成長成長するするするする 

中国圏中国圏中国圏中国圏 

 

多彩多彩多彩多彩なななな文化文化文化文化とととと自然自然自然自然をををを

活活活活かしてかしてかしてかして、、、、多様多様多様多様でででで豊豊豊豊

かなかなかなかな生活生活生活生活をををを楽楽楽楽しめるしめるしめるしめる 

中国圏中国圏中国圏中国圏 

 

地域地域地域地域のののの多様性多様性多様性多様性をををを活活活活

かしたかしたかしたかした交流交流交流交流・・・・連携連携連携連携でででで

持続的持続的持続的持続的にににに発展発展発展発展するするするする 

中国圏中国圏中国圏中国圏 

将来像将来像将来像将来像においてにおいてにおいてにおいて    

横断的横断的横断的横断的にににに持持持持つべきつべきつべきつべき視点視点視点視点    

○ものづくりを中心とした高度な産業集積 

○多様・多彩な地域資源 

○急成長中の東アジアとの地理的近接性 

○世界遺産３件を含む豊富な観光資源 

山陽側を中心に、基礎素材型産業等、もの
づくりを中心とした高度な産業が集積し
ています。 

対東アジア物流を行っていくうえで、地理
的に近接しており優位にあります。 

自然・歴史・文化的資源を多く有しており、
それらの地域資源を有効に活用します。 

原爆ドーム、厳島神社、石見銀山の３つの
世界遺産をはじめとする多くの観光資源
があります。 

中中国国地地方方のの強強みみ  

地域の産業競争力の強化 

生活の安全・安心確保 

多様・多彩な地域資源の活用 

交流連携軸の形成 

 

強
み
を
活
か
し

 

弱
み
を
克
服

 

着眼点① 

着眼点② 

着眼点③ 

着眼点④ 

４

中中国国地地方方のの現現状状・・課課題題（（社社会会資資本本整整備備関関連連））  

５

 

    

◆自然環境の保全・復元 

◆中山間地域等の交通基盤、 

 生活基盤の確保 

◆循環型社会の形成  等     

◆防災基盤の整備 

◆地域防災力の強化 

◆交通安全の確保  等 

  

       

◆シームレスな輸送ネットワークの確立 

◆産業競争力強化のための高速交通ネット 

 ワークの整備 

◆都市再生の経済活動の支援  等 

競争力競争力競争力競争力のあるのあるのあるのある地域経済社会地域経済社会地域経済社会地域経済社会のののの再構築再構築再構築再構築    

他省管轄の計画・事業 

 

 

●エネルギー・環境対策 

●新たな産業創出 

 

 

◆ブロック内外の連携強化の推進 

◆都市と中山間地域等の交流の拡大 

◆国際交流拠点の機能強化    等 

高規格幹線道路 既存空港の質的充実 

 

ⅠⅠⅠⅠ．．．．競争力競争力競争力競争力    

ⅢⅢⅢⅢ．．．．くらしくらしくらしくらし・・・・環境環境環境環境    ⅡⅡⅡⅡ．．．．安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心    

ⅣⅣⅣⅣ．．．．交流交流交流交流・・・・連携連携連携連携    

●サービス産業の高度化 

●農林水産業の振興 

●医療・福祉機能の充実 

他省管轄の計画・事業 

公共空間等における 

ユニバーサルデザイン 

安全安全安全安全でででで、、、、誰誰誰誰もがもがもがもが安心安心安心安心してしてしてして

暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり    

河川改修 

みみららいいビビジジョョンン中中国国２２１１  ““22000099””（（仮仮称称））（（案案））  

国際ターミナル 交通結節点事業 

ⅤⅤⅤⅤ．．．．横断的横断的横断的横断的なななな取組取組取組取組    

◆計画的かつ効率的社会資本の維持管理・活用の推進   ◆地球環境問題を視野に入れた社会資本整備  等 

広
域
地
方
計
画
を
実
現
す
る 

た
め
の
社
会
資
本
整
備 

【【地地域域整整備備のの目目標標】】  

【【中中国国圏圏のの将将来来像像】】  

多彩多彩多彩多彩なななな文化文化文化文化とととと自然自然自然自然をををを活活活活かしたかしたかしたかした    

豊豊豊豊かでかでかでかで快適快適快適快適なくらしなくらしなくらしなくらし・・・・社会社会社会社会のののの創造創造創造創造    

交流交流交流交流・・・・連携連携連携連携によるによるによるによる一体的一体的一体的一体的でででで活力活力活力活力のあるのあるのあるのある地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり    

地球環境問題の深刻化 外部要因 

高齢化した社会資本ストックの増大 外部要因 
○小規模集落、高齢化集落の増加 

○分散した都市をつなぐ交通基盤整備の遅れ 

○急峻な地形、かつ河川の氾濫区域に 
 人口や資産が集中 

○中心市街地の空洞化などによる 
 地方都市の活力低下 

中山間地域等には多くの小規模で高齢化
が進む集落が分布しており、そのうち一部
の集落は消滅が危惧されている状況です。 

中小の都市が分散した地域構造になって
おり、各都市をつなぐ交通基盤整備が遅れ
ています。 
。 

河川の氾濫区域に、人口や資産が集中して
います。 

中心市街地の商店街は、シャッター通りが
多く、地方都市の活力が低下しています。 

中中国国地地方方のの弱弱みみ  



 

第１章 中国地方の現状と課題 

第１節 中国地方の特徴 

（１） 自然・地理の特徴 

中国地方は、大きくは山陰の日本海岸式気候と山陽の瀬戸内式気候に分かれ、気

温は、山陽が年平均で１～２℃程度高く、降水量は山陰が多くなっています。また、

2000 年以前の 30 年間の平均と直近５年間の平均を比較すると、気温はどの都市にお

いても上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：気象庁HP（平成20年時点） 
※降水量は、各年の月合計の平均値 

 気温は、各年月の日平均の平均値 

■中国地方県庁所在地及び主要都市の月別平均気温・平均降水量 
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地理的には、近畿と九州の中間に位置し、東西約 350km、南北約 140km の横長の

地形で中央部には山陰と山陽を二つに分断する中国山地が東西に貫通し、日本海と

瀬戸内海に面しています。 

また、面積の約 74％を山地部が占めるものの、比較的なだらかな地形であることから、

離島・半島、中山間地域（以下「中山間地域等」という）に多くの集落が分布しています。

一方、総面積の約６％程

度の河川の氾濫区域に

人口の約 66％が集中し、

洪水や高潮による水害リ

スクの高い地域で生活や

経済活動が営まれていま

す。土砂災害危険箇所

数は、約９万５千箇所存

在し、全国の土砂災害危

険個所の約 18%を占めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中国地方の概要 

中部
17.4%

近畿
15.6%

中国
18.0%

四国
10.1%

沖縄
0.2%

北海道

2.3%

関東
8.4%

東北

8.9%
九州

19.0%

全国計
525,307

箇所

■土砂災害危険箇所の全国比較 

■面積・人口における氾濫区域の占める割合 

�中国地方は、マサ土と呼ばれる、花崗岩が風化
した脆い地盤が広く分布しており
土砂災害の危険性も非常に高い

凡例

５００箇所以上

～１００箇所

１００～５００箇所

凡例

５００箇所以上

～１００箇所

１００～５００箇所

※出典：「都道府県別土砂災害危険箇所」（国土交通省 砂防部） 
※土砂災害危険箇所とは、土石流危険渓流等、急傾斜地崩壊危険箇所等、 

地すべり危険箇所の合計値 
※土石流危険渓流等、急傾斜地崩壊危険箇所等は、H14公表値 
※地すべり危険箇所は、H10公表値 

※市区町村境界はH12年時点 

■土砂災害危険箇所 

% 

※「河川氾濫区域」：想定氾濫区域とも呼ばれる、河川の氾濫
水位よりも低い河川周辺の地域。 

※総務省国勢調査（平成 7 年）に基づき中国地方整備局で試算 

 

4 2 94

55 11 34

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口

面積

国管理 県管理 その他

氾濫区域 中国管内総人口 約 780 人 

中国管内総面積 約 31,900ｋ㎡ 

中国地方総人口 約 780 万人 

中国地方総面積 約 31,900km2 

■中国地方の地形別面積比 

※出典：「昭和 57 年国土統計要覧」（国土庁長官官房総務課） 

土砂災害危険箇所数土砂災害危険箇所数
ワースト５ワースト５

１１ 広島県広島県 31,98731,987

２２ 島根県島根県 22,29622,296

３３ 山口県山口県 22,24822,248

４ 兵庫県 20,74820,748

５ 大分県 19,460

土砂災害危険箇所数土砂災害危険箇所数
ワースト５ワースト５

１１ 広島県広島県 31,98731,987

２２ 島根県島根県 22,29622,296

３３ 山口県山口県 22,24822,248

４ 兵庫県 20,74820,748

５ 大分県 19,460

1.3%

74.1%

14.3%

9.6%0.7%

山地

丘陵地

台地

低地

内水域等
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（２） 社会・産業の特徴 

中国地方は、1995 年の 777 万人をピークに人口減少に転じ、2005 年には 768 万人

となっています。また、全国に先行して高齢化が進展しており、島根県の高齢化率約

27%をはじめ各県で全国平均を上回っています。今後、高齢者人口は引き続き増加す

る一方で、特に生産年齢人口が大きく減少すると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業の特徴として、化学や鉄鋼などの基礎素材型産業や輸送用機械などの組立型

産業が瀬戸内海沿岸に集積するなど、ものづくり産業に強みをもっています。域際収支

127,756（千人）

7,675（千人）
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7,780 

120,000 

121,000 

122,000 

123,000 

124,000 

125,000 

126,000 

127,000 
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129,000 

H2 H7 H12 H17

全国 中国地方

■全国及び中国地方の人口の推移 

※出典：総務省国勢調査（平成 17 年） 

※高齢化率：65 歳以上の割合 

■高齢化率の推移 

■全国および中国５県の３区分人口割合 
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※出典：総務省国勢調査（平成 17 年） 

■中国地方の人口の推移と予測 
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■市町村別人口増減率 

※出典：総務省国勢調査（平成12年、平成17年） 

※市区町村境界はH12年時点 

※出典：総務省国勢調査（平成 17 年）（将来値は中国総研推計） 

（千人） （千人） 

7,774(千人) 

※出典：総務省国勢調査（平成 17 年） 
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を産業別にみると、商業、サービス業では約 2.5 兆円の赤字ですが、ものづくり産業で

は約 2.5 兆円の黒字で、全体でほぼ均衡している状況であり、中国地方全体で見ると経

済的自立が可能なポテンシャルを有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地方の製造品出荷額等は、三大都市

圏を除くと比較的高い地域となっています。中

国地方の各県別では、山陰側に比べて山陽側

の県で大きく増加しています。有効求人倍率は

全国と比較して高い水準ですが、県別で見ると

山陽側が高い水準であるのに対して、山陰側

の有効求人倍率は低く、山陰側と山陽側の格

差が拡大しています。 

 

 

 

 

 

 

 

■全国と中国地方の総生産額における 

主産業の構成比率 

※出典：県民経済計算年報 平成 18 年版 

■産業集積状況 

※出典:「工業統計調査」／経済産業省 

※平成18年度については工業統計速報値 

■製造品出荷額等の推移 
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製造品出荷額等 (単位：億円)

※出典：中国地方の経済圏・生活圏調査（（財）ちゅうごく産業創造センター） 

※域際収支：各地域内の域内生産額（域内向け生産、移出・輸出向け生産）から

域内支出額（民間消費、民間投資、政府支出）を控除して算出したもの。 

■各地方ブロックの域際収支額（H12年） ■中国地方の産業別域際収支 
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■主要項目の地域別前年度比 
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※出典：中国経済産業局「平成17年工業統計調査（速報）」 
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2.5 兆円の赤字 

 

主要製紙工場 

自動車組立工場 

製鉄所 

造船所 

火力発電所 

製油所 

木材産業 

化学 

 

年 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H18

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

製造品出荷額等 (単位：億円)

年 

ものづくり産業で 

2.5 兆円の黒字 
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 また、多くの都市では、中心市

街地の空洞化が進んでおり、県

庁所在都市の中心部において

も人口及び小売業年間商品販

売額は減少傾向にあります。 

 

 

 

特に山陽側の都市部における渋滞損失が著しい状況です。都市部への交通の集中

により、走行性の低下を招いています。 

 

 

 

 

 

 

 

交通死傷事故率は減少傾向にありますが、山陽側の都市部で未だ高い発生率である

といえます。また、道路種別でみると、全国的に生活道路における死傷事故率が高い傾

向にあり、身近な生活空間における事故の発生が高いことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

製造品出荷額構成比（中国地方）

輸送用機械器具製造業

18%

化学工業

13%

鉄鋼業

13%

石油製品・石炭

製品製造業

12%

一般機械器具製造業

8%

電子部品・デバイス
製造業

7%

食料品製造業

5%

その他

24%

輸送用機械器具製造業

化学工業

鉄鋼業

石油製品・石炭
製品製造業
一般機械器具製造業

電子部品・デバイス
製造業
食料品製造業

その他

■製造品出荷額構成比(中国地方) 

※出典：経済産業省「H18年工業統計資料」 

■有効求人倍率の推移 

※出典：厚生労働省「職業安定業務月報」 

■中心部の人口及び販売額の推移 

※中心部とは、中心市街地活性化基本計画で策定された中心市街地区域を示す。（広島市以外） 

※販売額は、小売業年間商品販売額を示す。 

※出典：H17渋滞損失時間確定値（県道以上） 

鳥取都市圏
3%

松江都市圏
2%

岩国都市圏
2%

周南都市圏

2%

その他

31%

下関都市圏
6%

福山都市圏
8%

岡山都市圏
21%

広島都市圏
25%

※出典：H17渋滞損失時間確定値（直轄国道のみ） 

■kmあたり渋滞損失時間 

: 100件/億台キロ・年未満

: 300件/億台キロ・年未満

: 300件/億台キロ・年以上

: 100件/億台キロ・年未満

: 300件/億台キロ・年未満

: 300件/億台キロ・年以上

■H14年度-H17年度 死傷事故率3Dマップ 

※出典：中国地方の直轄国道における４年間（H14-H17）の 

    事故データから作成 

※出典：中国経済産業局「目指そう!!コンパクトでにぎわいあふれるまちづくり」 

■全国の道路種別死傷事故率 

14.1

104.4

190.6
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97.7

208.3

0

50

100

150

200

250

自専道 幹線道路 生活道路
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／
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台
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H14 H18

※出典：国土交通省 道路局 
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1.30 

H15 H16 H17 H18 H19

岡山県1.18

広島県1.09

中国0.99

山口県0.90

全国0.90

島根県0.75

鳥取県0.63

年度 

10



 

（３） くらし・文化の特徴 

 中国地方は、中小規模の

都市が分散した地域構造と

なっており、小都市は大都市

や中小都市と比べて人口の

減少が大きくなっています。 

また、域内需要の大半を

占めるのはサービス産業と

なっており、サービス産業

の生産は、人口 30 万人以

上の都市圏のウェイトが高くなっています。このことから、人口 30 万人以上の都市圏は、

30 万人未満の都市圏と比較して、経済的に自立していると考えられます。 

市町村の通勤状況をみると、就業機会の少ない市町村は、行政界を越えて生活圏の

中心となる都市に依存している傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、三つの世界遺産、原爆ドーム、厳島神社、石見銀山に代表される歴史、文化資

源や瀬戸内海、宍道湖などの自然資源を数多く有しています。それらの資源を活かし、

年間観光客数150万人を超える、大きな観光地が複数点在しています。 

また、平成20年10月1日、滞在型観光を促進することをねらいとして、「広島・宮島・岩

国地域観光圏」、「山陰文化観光圏」の観光圏が選定されています。 

外国人観光旅客数は、各県とも近年増加傾向を示しています。 

※市区町村境界はH20年時点 

■中国地方の都市規模別人口動向 

※出典：総務省国勢調査（平成17年） 

※比率は1980年を1.00とする 

※合併市町村で集計      

※（ ）内は都市数を示す 

※出典：総務省国勢調査（平成17年）（人口） 

    総務省国勢調査（平成17年）（通勤依存率） 

■通勤圏 

（注）合併自治体ベースで通勤圏を分析。通勤圏をベースとして生活圏を設定した。 

①他から 5％以上の通勤依存率がある場合、生活圏を設定した。 

②他に対して通勤依存率が 5％未満の場合、単独の生活圏とした。 

但し、人口 2 万人未満の自治体は最大依存都市の生活圏とした。 

（日南町、飯南町、吉賀町、大崎上島町、世羅町） 

③他に対して 5％以上の通勤依存率がある場合も、人口 15 万人以上の都市は単独の生活圏とした。 

（呉市、東広島市） 

④美祢市、美東町、秋芳町は平成 20 年 3 月合併のため、一体の都市として評価した。 

※出典：総務省国勢調査（平成17年） 

■生活圏中心都市と人口 

1.00

1.17

1.10

1.04

0.88

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

政令指定都市（２） 大都市≪３０万人以上≫（２）

中小都市≪５～３０万人未満≫（１0） 小都市≪５万人未満≫（２５）

１９８０年を1.00とする
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また、環境面では、干拓や埋立等により干潟や藻場の面積が減少しています。特に

瀬戸内海において昭和 50 年以降に消失した面積は 1,450ha に及びます。 

 

 

 

 

 

 

（４） 社会資本整備の特徴 

特に、山陰では、高速交通ネットワークの整備が遅れているため、山陰側の県間、山陰

と山陽の県間移動に多大な時間を要しており、旅客流動・貨物流動とも、山陽側の東西

方向の移動がメインとなっています。長時間を要する山陰側の県間、山陰と山陽の県間

移動を短縮することで、中国地方の一体化を図るための事業を推進中です。 

 

原爆ドーム（広島市）

 

石見銀山（代官所跡）

 

厳島神社（宮島町）

隠岐

鳥取城跡

出雲大社

須佐神社

白兎海岸
白兎神社

琴弾山神社

土井ヶ浜遺跡

加茂岩倉遺跡
荒神谷遺跡

みよ し風土記の丘
浄楽寺

七ツ塚古墳群

寄倉岩陰遺跡

造山古墳
津島遺跡

吉備津神社

草戸千軒遺跡

妻木晩田遺跡

八雲立つ風土記の丘

厳島神社

壇ノ浦

山岳仏教文化
（大山寺・三徳山三佛寺）

柿本人麻呂

水軍

上淀廃寺跡

因幡万葉歴史館
（大伴家持）

備中国分寺

千光寺防府天満宮

医光寺

山口（大内文化）・瑠璃光寺五重塔

富田城跡

中世夢が原

佛通寺

因島水軍城

郡山城・吉田歴史民俗資料館

毛利氏庭園・毛利博物館

朝鮮通信使朝鮮通信使朝鮮通信使朝鮮通信使

倉吉（打吹玉川）

高梁（成羽町吹屋）

竹原

呉（豊町御手洗）柳井（古市金屋）

萩（堀内・平安古・浜崎）

奥出雲・たたら資料館
金屋子神社
羽内谷かんな流し本場址

石見銀山

松江城、塩見縄手

米子城跡

勝山の町並み

武蔵の里

津山城跡

備中松山城
頼久寺庭園

閑谷学校

後楽園・岡山城

鞆の浦錦帯橋城下町長府

津和野
萩・松陰神社

平和記念公園
原爆ドーム

入船山記念館

小泉八雲

金子みすゞ

仁風閣

野崎家旧宅

文学の小道

耕三寺旧海軍兵学校

陸奥記念館

伊藤公資料館

旧英国領事館

功山寺

ザビエル記念聖堂

山陰道山陰道山陰道山陰道

智頭街道智頭街道智頭街道智頭街道

出雲街道出雲街道出雲街道出雲街道

津山街道津山街道津山街道津山街道

西国街道西国街道西国街道西国街道

出雲往来出雲往来出雲往来出雲往来

萩往還萩往還萩往還萩往還

西国街道西国街道西国街道西国街道

宍道尾道街道宍道尾道街道宍道尾道街道宍道尾道街道

銀山街道銀山街道銀山街道銀山街道

回天記念館

牛窓

鬼ノ城

吉川氏城館跡

青谷上寺地遺跡

宝福寺

神話～古墳時代

奈良・平安～源平合戦

鎌倉・室町～戦国時代

江戸時代

江戸時代末期～現代

神話～古墳時代

奈良・平安～源平合戦

鎌倉・室町～戦国時代

江戸時代

江戸時代末期～現代

※各県ごとに調査手法が異なる  （島根県と岡山県は宿泊者数、 

  広島県と山口県は観光客数、鳥取県は公表資料無し） 
※出典：  

島根県：島根県観光動態調査結果 

岡山県：外国人旅行者宿泊者数調査結果 

広島県：広島県観光客数の動向 

山口県：山口県観光客動態調査 

H14 H15 H16 H17 H18 H19

島根県 宿泊客数 18,202 20,575 29,169 32,710

岡山県 宿泊客数 24,664 33,522 42,464 60,713

広島県 観光客数 374,403 349,183 383,433 416,422 503,695 548,907

山口県 観光客数 65,369 79,307 93,382

■外国人観光旅客数の推移    （単位：人） 

■三つの世界遺産 

■瀬戸内海における干潟の推移 

30,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

25,000

面積(ha)

1898 1925 1949 1969 1978 1989～90

出典：「瀬戸内海の環境保全」（（社）瀬戸内海環境保全協会）

20,000

15,000

10,000

5,000

0

25,000

面積(ha)

1960 1966 1971 1978 1989～90

アマモ場
ガラモ場

出典：「瀬戸内海の環境保全」（（社）瀬戸内海環境保全協会）

■瀬戸内海における藻場の推移 

■年間観光客数 150 万人以上の主要観光地 

■歴史的・文化的地域資源 

※出典：  

鳥取県：鳥取県観光客入込動態調査(H19) 

島根県：島根県観光動態調査(H19) 

岡山県：岡山県観光客動態調査(H19) 

広島県：広島県観光客数の動向(H19) 

山口県：山口県観光客動態調査(H19) 
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また、東アジア等との貿易が拡大する中で港湾の機能強化を図り競争力を高めるとと

もに、近年の災害を踏まえて高潮対策事業や床上浸水対策特別緊急事業を推進中で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、高度経済成長期に建設された社会資本の高齢化が進み、今後、疲労や劣化

等による損傷、それに伴う更新コストの増加が懸念されます。このため、社会資本の計画

的な維持管理を行うアセットマネジメントの導入や維持管理コスト縮減に向けた様々な取

組が行われています。 

 

 

 

 

 

■中国地方におけるトンネル数 

(建設年代別) 

■中国地方における橋梁数 

（建設年代別） 

■中国地方における河川管理施設（うち大
規模施設：可動堰、逆流防止水門、排水
機場）数（建設年代別） 
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ストック数

可動堰 逆流防止水門 排水機場 ストック

8888

13131313

19191919

14141414

6666

※出典：国土交通省総合政策局：貨物・旅客地域流動調査（H18） 

■県間及び地域間旅客流動 ■県間及び地域間貨物流動 

■福山港耐震強化岸壁 ■太田川床上浸水対策特別緊急事業 ■尾道松江線（尾道-三次間） 

供用区間

事業中区間

計画区間

凡　例

■高速交通ネットワーク図 

堤防 
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第２節 中国地方における近年の状況変化 

（１）急成長中の東アジア等との貿易額の増加 

東アジア等との生産連携が拡大する中で、近年、中国地方の貿易額は飛躍的に増

加しています。特に鉄鋼、化学等の基礎素材型産業や輸送用機械、電気機械等、中

国地方の基幹産業はグローバルな生産連携により成長力を高めています。 

コンテナ貨物取扱量は、全国と同様に増加傾向にあり、特に、ものづくり産業が集積

する瀬戸内側の港湾で取扱量が多く、2008 年秋以降の世界的な景気後退の影響を受

けているとはいえ、今後も東アジア等の急成長によりさらなる増加が期待されます。 

また、山陰側においては、経済発展めざましい北東アジアとの地理的近接性を活か

し、ロシア沿海地方、韓国、中国東北部などとの連携強化の動きが活発化しています。 
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（千億円）

9.4 

11.6 

11.6 

14.0 

16.7 

20.9 

22.0 

23.6 

27.6 

5.0 

4.6 

5.5 

6.8 

5.9 

4.8 

5.0 

7.6 

7.9 

4.1 

3.2 

2.6 

3.3 

4.8 

4.8 

4.4 

6.0 

7.2 

0 20 40 60 

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

23.1

23.8

24.3

29.4

32.6

36.8

39.4

46.8

55.6

輸出額

（年）

（千億円）

■輸出入別コンテナ取扱量(TEU)と全国比の推移 

■国際コンテナ定期航路及び港湾別取扱貨物量 

 アジア

大洋州

西欧

中東

北米

中南米

アフリカ

中東欧，ロシア等

※出典：神戸税関「中国圏・県別貿易統計」等 

■輸出入額の推移 
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韓国
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東アジア及び東南アジア

航路の充実！

基幹航路では
大阪湾との連携

欧州

ダ
イ
レ
ク
ト
輸
送

ダ
イ
レ
ク
ト
輸
送

北部九州からの
高速輸送との連携

域内港湾連携域内港湾連携
による航路誘致！による航路誘致！

■東アジア等とのシームレスな 

輸送ネットワークの確立 

※出典：中国地方国際戦略物流チーム 

   「中国地方の産業の国際競争力強化に向けた 

緊急提言」（H19.6.2） 
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輸出 輸入 全国比率

（千TEU）

鳥取港

三隅港

岡山港水島港

尾道糸崎港

呉港

広島港

岩国港

徳山下松港三田尻中関港

宇部港
小野田港

鳥取県

山口県

広島県

岡山県

島根県

※１)「取扱量(TEU)」：2007年実績値
※２)「航路」：2008年4月現在
※３)「水深」：当該港湾の最も深い

外貿コンテナバース水深

韓国 6
中国 7

東南アジア 1

韓国 7
中国 6
台湾 1

東南アジア 1
北米 月1便

韓国 2
中国 2
台湾 1

韓国 1

境港

浜田港

韓国 6
中国 2
台湾 2

東南アジア 1

韓国 1
中国 2

東南アジア 1

韓国 3
中国 2

福山港

韓国 3
中国 6

宇野港

大竹港

韓国 1

韓国 1

韓国 1

： 特定重要港湾

： 重要港湾

： 地方港湾

20千TEU

3千TEU

104千TEU

82千TEU

0.9千TEU

166千TEU

（08年取

扱開始）

32千TEU

71千TEU

45千TEU

4千TEU

-14m

-14m

-10m

-14m
-10m

-10m

-12m
-10m

-7.5m

-13m

2007年

西郷港西郷港

※赤枠内の数値は各港湾と各国の便数／週を示す 

西郷港西郷港

鳥取港

三隅港

岡山港水島港

尾道糸崎港

呉港

広島港

岩国港

徳山下松港三田尻中関港

宇部港
小野田港

鳥取県

山口県

広島県

岡山県

島根県

韓国 3.5
台湾 2

境港

浜田港

韓国 3
東南アジア 0.5

東南アジア 1

東南アジア 月1便

福山港

宇野港

大竹港

： 特定重要港湾

： 重要港湾

： 地方港湾

4千TEU1990年

23千TEU

9千TEU9千TEU

※１)「取扱量(TEU)」：1991年実績値
※２)「航路」：1990現在

年 
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（２）異常気象による災害の頻発化 

近年、全国的に異常気象による深刻な災害被害が発生しています。年降水量の多い

年と少ない年の差が年々開くとともに、集中豪雨の回数が増加するなど、異常気象による

想定外の集中豪雨が各地で発生しています。中国地方においても、平成16年９月の高

潮、平成17年９月の台風14号、平成18年７月の豪雨などによる被害が発生しています。さ

らに、地球温暖化に伴う気候変化により、海面水位の上昇や大雨の頻度増加、台風の激

化等が生じ、その結果治水安全度が低下することが懸念されています。 

また、ここ100年の日本の年降水量の変化を見てみると、降水量の多い年がある一方で、

深刻な渇水被害が度々発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中国地方の主な災害年表 

■中国地方の水害被害棟数の推移 

0000

5555

10101010

15151515

20202020

S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17

（（（（百億百億百億百億））））

■中国地方の水害被害額の推移 

0000

2222

4444

6666

8888

S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17

（（（（万棟万棟万棟万棟 ））））

※出典：国土交通省河川局「水害統計」 

※出典：国土交通省河川局「水害統計」 

■集中豪雨の頻度 ■日本の年降水量の経年変化 

※出典：国土交通省 土地・水資源局 

「平成 20 年度版 日本の水資源」 
※出典：国土交通省河川局「水害レポート 2008」 

豪雨・高潮災害 地震災害 豪雪災害

1945年 （S20年） 枕崎台風(豪雨、強風)

1946年 （S21年） 南海地震

1951年 （S26年） ルース台風(豪雨、強風、土砂災害)

1963年 （S38年） 昭和38年1月豪雪

1967年 （S42年） 昭和42年7月豪雨

1972年 （S47年） 昭和47年7月豪雨

1977年 （S52年） 昭和52年豪雪

1981年 （S56年） 昭和56年豪雪

1983年 （S58年） 昭和58年7月豪雨

1984年 （S59年） 昭和59年豪雪

1988年 （S63年） 昭和63年7月豪雨

1991年 （H3年） 台風19号(強風、高潮)

1993年 （H5年） 台風5号(豪雨、土砂災害)

1999年 （H11年） 梅雨前線、低気圧（豪雨、土砂災害）

2000年 （H12年） 鳥取県西部地震

2001年 （H13年） 広島県安芸灘地震

2004年 （H16年） 台風16号(強風、高潮)

2005年 （H17年） 台風14号(豪雨、強風、高潮)

2006年 （H18年） 平成18年7月豪雨 平成18年豪雪

台風13号（豪雨、強風）
年 

年 

年 
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（３）中山間地域等の全国に先行した高齢化の進展 

中国地方では全国に先行して高齢化が進展しており、住民の過半数が65歳以上の高

齢化集落及び世帯数20世帯未満の小規模集落の数は全国で最も多くなっています。人

口規模が小さく基幹産業に乏しい中山間地域等では、一貫して生産年齢人口が減少し

ており、高齢化の進展や人口の減少と合わせて、地域経済の活力が低下しています。 
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■住民の過半数が 65 歳以上の高齢化集落数 

（全国比較） 
 

■中国地方各地で起きた水害被害・土砂災害 

土土土土土土土土砂砂砂砂砂砂砂砂災災災災災災災災害害害害害害害害  

洪洪洪洪洪洪洪洪水水水水水水水水・・・・・・・・高高高高高高高高潮潮潮潮潮潮潮潮  

昭和58年７月豪雨 

（島根県江津市（旧桜江町））  

凡例 

一級河川 

直轄管理区間 

一級・二級河川 

県管理区間 

平成18年７月集中豪雨 
（島根県松江市）  

昭和54年10月19日洪水 

旧用瀬町（現鳥取市） 

平成10年10月台風10号 
（岡山県赤磐市） 

平成17年９月台風14号 

（広島県山県郡安芸太田町） 

昭和47年７月洪水 

（広島県三次市） 

昭和47年７月洪水 
（島根県松江市）  

平成18年９月台風13号 
（広島市安佐北区） 

平成19年９月集中豪雨 

（隠岐郡隠岐の島町有木） 

平成18年７月集中豪雨 

（島根県出雲市） 

平成11年６月集中豪雨 

（呉市警固屋地区） 

平成16年９月台風18号 

（広島市中区吉島） 

平成17年９月台風14号 
山陽道（山口県岩国市廿木） 

平成11年６月末 梅雨前線豪雨 

（広島市佐伯区） 

平成16年８月台風16号 

（岡山県倉敷市） 

平成14年９月台風15号 

（島根県松江市） 

※出典：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の 

状況に関する現況把握調査（2006 年時点）」 
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■世帯数 20 世帯未満の小規模集落数 

（全国比較） 

※出典：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の 

状況に関する現況把握調査（2006 年時点）」 
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（４）都市と中山間地域等の生活基盤の格差の存在 

中山間地域等では、公共交通サービスの水準が低く、自動車交通への依存率が

高い傾向にあります。しかし、中山間地域等の道路改良率は都市的地域あるいは

中国地方全体と比べて低く、さらに事前通行規制による孤立地域が各地に分散し

ている状況です。また、医師不足が深刻であり、第三次医療施設までの到達時間

が１時間を超える地域が多いことや、下水道普及率が都市的地域と比較して低く、

また情報通信基盤の整備が都市的地域より遅れているなど、都市的地域と生活基

盤の格差が大きい状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■改良済延長と走行台キロ 

※出典：国土交通省、H17 道路交通センサス 

※道路改良率は、区間総延長を改良済み延長（車道幅員 5.5m

以上）で除したもの 

 

 ■ ： 孤立地域

■ ： 平成15年度からH19年度末予
定までに解消される孤立地域

■第３次医療施設に１時間で到達可能な圏域 

■市町村別一人当たりの自動車保有台数 

※出典：「平成 19 年市町村別自動車保有車輛数」

「平成 19 年市区町村別軽自動車車両数」 

    総務省国勢調査（平成 17 年）（人口） 

※市区町村境界はH20年時点 

■事前通行規制による孤立地域の分布状況 

100% 100% 100%
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90% 91%

68%

56%
59%

100% 100% 100%

16.0
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12.6
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都市的地域 中山間地域 中国地方計
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25.0 直轄国道

補助国道

県道等

その他

一人あたり走行台
キロ

78.4%

66.7%

69.8%
12.6

23.5

16.0

60%

65%

70%

75%

80%

85%

都市的地域 中山間地域 中国地方計

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

道路改良率

一人当たり走
行台㌔

※出典：国土交通省 中国地方整備局 

※出典：国土交通省 中国地方整備局 

 
凡　例

1時間カバー圏

平成14年度まで

平成15年度～19年度（予定）

供用区間

事業中区間

計画区間
第3次医療施設

※平成15年度以降に追加された
第3次医療施設の1時間カバー圏域を含む
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▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲
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国立病院機構　関門医療センター

広島大学病院

松江赤十字病院

国立病院機構　浜田医療センター

山口大学医学部付属病院

山口県立総合医療センター

国立病院機構　岩国医療センター

国立病院機構　呉医療センター

鳥取大学医学部付属病院
鳥取県立中央病院

津山中央病院

福山市民病院

広島市立　広島市民病院

県立広島病院

島根県立中央病院

岡山赤十字病院

川崎医科大学付属病院
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※１ 市町村の行政界は平成 20 年４月１日現在。 

※２ ブロードバンド・マップは、ブロードバンド・サービス 
    （ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット等）に 

ついて、事業者情報等から、原則町丁目字単位で利用可能

の有無を区分し地図上に色塗りしており、色塗りした地域
の全域でサービス提供されているとは限らない。 

■ブロードバンドサービス提供市町村 

※出典：総務省ホームページ 

「全国ブロードバンド・マップ（中国地方）」 

※出典：日本下水道協会ホームページ 

■下水道普及率 

 
下水道普及率
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10%

20%

30%
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70%

都市的地域 中山間地域 中国地方

（普及率=下水道利用人口/総人口）

（H17.3）

※市区町村境界はH16年時点 

※出典：厚生労働省「平成 16 年 医師・歯科医師・薬剤師調査」 

■医師（小児科、産科・産婦人科）の空白地域 
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第３節 中国地方におけるこれまでの取組 

みらいビジョン中国２１“2004”では、「競争力のある地域経済社会の再構築」、「安全

で、誰もが安心して暮らせる地域づくり」、「中国地方の美しく豊かな自然・歴史・文化な

どを活かした地域づくり」、「周辺地域との交流・連携と国際交流拠点の機能強化」の４

つの地域整備の目標のもと 23 の重点目標を掲げ、中国地方の社会資本整備に取り組

んできました。 

 

（１）競争力のある地域経済社会の再構築に係る取組 

中国地方の国際競争力強化と地域経済の再生、活性化に資する港湾・空港などの

整備と山陰と山陽の格差是正につながる高規格幹線道路等の整備を積極的に推進し

ています。また、物流・業務等の経済活動を支援するため、交通容量拡大策や TDM

（交通需要マネジメント）施策、マルチモーダル施策を組み合わせて地域の特性に合っ

た渋滞対策を総合的に実施し、都市内における交通円滑化を図り、物流の効率化を目

指しています。 

しかし、高規格幹線道路等のインターチェンジ

から 10 分以内のアクセスが可能な拠点的な空港、

港湾の割合である空港・港湾のＩＣ連結率は、中

国横断自動車道姫路鳥取線（鳥取空港・鳥取港

アクセス）が供用できなかった等により、目標を達

成できていない状況です。 

バイパス、環状道路の整備や、ボトルネック交

差点の改良、立体化などのハード対策を進めると

ともに、ノーマイカーデーによる公共交通機関の

利用促進などモビリティマネジメント等の渋滞削

減に向けたソフト対策も併せて進めています。こ

れらの施策により渋滞損失額と渋滞損失時間は、

ともに約１割削減（Ｈ14 年度に対する H19 年度の

削減率）されました。 

また、併せて CO２削減など、地球温暖化への

対応も取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

約5,900億円
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■空港・港湾のIC連結率 
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（２）安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくりに係る取組 

近年、台風や集中豪雨による甚大な水害、土砂災

害、高潮災害や地震による災害等が発生しています。

また地球温暖化に伴う気候変化により、海面水位の

上昇や大雨の頻度増加、台風の激化等により、水害、

土砂災害、高潮災害等が頻発・激甚化することが懸

念されています。一方、特に中山間地域等において

は少子高齢化や地域コミュニティの機能低下に伴い、

防災力の低下が地域の存続に関わる重大な課題とな

っています。こうした状況の中、浸水対策やハザード

マップの作成支援など、防災基盤の強化、地域防災

力の向上に向けた、様々な取組を推進してきました。 

具体的には、水害被害を受けた箇所で浸水被害

の解消を図るための浸水対策により、一定の規模の

洪水から防御される戸数は、小谷川（島根県）や太田

川（広島県）などで重点的な投資を行った結果、５年

間で新たに約 2,900 戸（H19 年度）増加しました。 

また、中国地方の特徴でもある弱いまさ土地盤に

起因する土砂災害に関しては、土砂災害から保全さ

れる戸数が、約 17.8 万戸（H14 年度）から約 18.8 万

戸（H19 年度）に増加しました。災害時に自力では避

難できない病院、高齢者福祉施設、幼稚園等の施設

にいる災害時要援護者を守るための砂防施設の整

備により、守られる施設数は、約 480 施設（H14 年度）

から約 680 施設（H19 年度）へと増加しました。これら

防災基盤の整備により着実に地域の安全度が向上し

ています。 

■急傾斜地崩壊危険箇所に施設を整備 
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約4,400戸

約2,900戸

■浸水被害を緊急に解消する戸数 

約20.0万戸

約18.8 万戸約17.8万戸
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■土砂災害から保全される戸数 

※データ： 

供用前：H14年10月22日（火） 

供用後：H18年9月5日（火） 

供用前 

供用後 600
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【渋滞解消】 

夕方ピーク時に発生して

いた国道２号上り方向の

最大渋滞長が、600m か

ら 100m に減少し、渋滞

が解消されました。 

■渋滞解消事例 

（国道２号線厚狭埴生バイパス整備による前場交差点での渋滞解消） 

約480施設

約680施設
約650施設
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現状（H14年度） 実績値（H19年度） 目標（H19年度）

(施設)

■土砂災害から保全される 
災害時要援護者関連施設の数 
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さらに、防災拠点となる官庁施設の耐震性能

を確保するため、施設整備や施設改修を行い、

耐震化された官庁施設の割合が 50％（H14 年

度）から 66％（H19 年度）に増加しました。異常気

象時通行規制区間または規制区間に挟まれた

エリアにおいて、通行規制により孤立する人口の

減少を目指し、災害時における地域の生命線の

確保を図るため、山陰や内陸部を主として、幹線

道路ネットワーク整備を重点的に進め、H19 年度

時点で約 14 万人の目標を達成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路利用者や住民の安全・安心な移動を確保

するため、交通事故の発生する危険性の高い箇所

を「事故危険箇所」、歩行者や自転車利用者の安

全を面的に確保すべきエリアを「あんしん歩行エリ

ア」として指定し、関係機関の連携により重点的な

対策・整備を実施し、死傷事故率の目標値 92 件/

億台キロを達成することができました。 

 

 

 

 

 

約15万人
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■事前通行規制による孤立人口 
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■耐震化された官庁施設数割合 

■事前通行規制による孤立人口解消事例（上野地区・伊賀和
い か わ

志
し

地区） 

※出典：国土交通省 

52.8
45.7

71.2

95.0

114.2

129.1

118.4

66.5

41.5

49.8

124.4

92.0

115.3
109.9

0

20

40

60

80

100

120

140

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 中国 全国

死
傷

事
故

率
（
件

／
億

台
キ

ロ
）

H14 H18

■死傷事故率 

伊賀和志大橋 

大津トンネル 

作木・大和道路 
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（３）美しく豊かな自然・歴史・文化を活かした地域づくりに係る取組 

瀬戸内海をはじめとする美しく豊かな自然・歴史・文化など、地域の特性を活かした

地域づくりを進めるため、河川等の水質浄化、公共用水域の水質保全に向けた生物の

多様性の確保、自然とのふれあいの場の確保等、美しく豊かな自然環境の保全と継承

を進めてきました。 

具体的には、過去の開発や侵食によって失われた水辺のうち、回復可能な干潟の中

で再生した水辺の割合は、人工干潟等の整備を推進した結果、12％（H14 年度）から

21％（H19 年度）へ割合が増加しました。また、水環境の改善、自然環境の再生・創出

を図るため、冬場以外の工事可能な季節において計画的な工事の実行に努める等、

効率的な事業の促進を図り、自然・歴史・文化などを活かした地域づくりを進めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

また、下水道処理人口普及率は、汚水管渠や下水処理場の整備を推進した結果、

50％（H14 年度）から 58％（H19 年度）へと増加しました。水辺環境を快適に保全するな

ど、魅力ある生活環境の実現に向け、公共下水道事業、排水処理施設整備事業等を

推進しています。

歩行者・自転車事故の推移 

対策前後の追突事故件数の推移 
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■事故件数の減少の事例（国道 54 号 白神社前交差点における事故危険箇所対策事業） 

整備前 

 

人工干潟鳥類飛来状況 人工干潟鳥類飛来状況 
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■失われた自然の水辺のうち、 
回復可能な干潟の中で再生した水辺の割合 

※対策前の期間はＨ17年１～７月で
あるため１年換算しており実件数
は９件 
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（４）周辺地域との交流・連携と国際交流拠点の機能強化に係る取組 

山陰側における交通基盤をはじめとする社会資本

の整備率の低さを踏まえ、山陰と山陽の格差是正や

中山間地域等と沿岸部の都市等との相互の交流・連

携、および近畿、四国、九州などのブロック間連携に

必要な高規格幹線道路等の整備を推進しています。

また、空港や港湾などの国際交流拠点と域内ネットワ

ーク整備による高速ＩＣとの連結の強化、国際交流拠点を含めたネットワーク整備を推

進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

■主要都市間の所要時間短縮率 

下水道処理人口普及率下水道処理人口普及率下水道処理人口普及率下水道処理人口普及率 凡例凡例凡例凡例 

計画なし・未着手 
0～50％（0%を含まない） 

50～80％    

80～100％   

（平成 14 年度末） （平成 19 年度末） 

■下水道処理の整備状況 
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■下水道処理人口普及率 

■高規格幹線道路網と空港・港湾のＩＣ連結 

山陰側 約６時間50分 

山陽側 約４時間50分 

■ 主要都市の地理的位置と自動車による 

移動時間から見た位置（イメージ） 

※時間から見た県庁所在地の位置は広島市～岡山市間を基準とした場合のイメージ的なものです。 

都市間の所要時間と位置関係において、一部に一致しない都市間があります。 

※図中の数値は、道路時刻表2007～2008及び規制速度等より算出しています。 

凡　例

････････････････　時間距離

○○○○　　地理的位置から見た

　　　県庁所在地

○○○○　　時間距離から見た

　　　県庁所在地

凡　例

････････････････　時間距離

○○○○　　地理的位置から見た

　　　県庁所在地

○○○○　　時間距離から見た

　　　県庁所在地
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具体的には、主要都市間の実距離と時間距離を比べると、山陰と山陽の都市間、山

陰の都市間では実距離に対して時間距離が大きくなっていますが、バイパス整備等主

要都市間の所要時間短縮に向けて取り組んだ結果、約２％短縮（H19 年度）となりまし

た。 

さらに、高規格幹線道路等のインターチェンジに 30 分以内で到達できる地域の面

積・人口の割合である高速道路等 IC の 30 分カバー率は、人口 84％（H19 年度）、面積

69％（H19 年度）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高速道路等 IC の 30 分カバー率 

※人口・面積データは H12 年度国勢調査 

※出典：国土交通省 中国地方整備局 

■カバー圏域拡大と所要時間短縮事例（江津
ご う つ

道路） 
 

温泉津町役場 整備前エリア 

整備後拡大エリア

大田
お お た

市温泉津
ゆ の つ

町が

新たな圏域に。 

 人口：4053 人 

 面積：71.85km2 
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第４節 中国地方で今後取り組むべき課題 

 第 1 節「中国地方の特徴」、第 2 節「中国地方における近年の状況の変化」、第 3 節

「中国地方におけるこれまでの取り組み」で示した中国地方の現状から整理される、中

国地方の「特長」と「克服すべき課題」、及び「みらいビジョン中国 21“2004”」策定以降

の「経済・社会情勢の変化」を踏まえ、今後取り組むべき課題の方向性を整理すると次

のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ものづくりを中心とした高度な産業集積 
山陽側を中心に、基礎素材型産業等、ものづくりを中心とした高度な産業が集積し
ています。                ⇒競争力強化のための基盤整備

○ 急成長中の東アジア等との地理的近接性 
東アジア物流を行っていくうえで、地理的に近接しており優位にあります。 

                ⇒東アジア等とのゲートウェイ機能の確保
○ 多様・多彩で豊富な地域資源 

自然・歴史・文化的資源を多く有しています。 ⇒地域資源の有効活用
○ 世界遺産３件を含む豊富な観光資源 

原爆ドーム、厳島神社、石見銀山の３つの世界遺産をはじめとする多くの観光資源
があります。                   ⇒広域観光資源の有効活用

特長 

○ 小規模集落、高齢化集落の増加 
中山間地域等には多くの小規模で高齢化が進む集落が分布しており、そのうち一部
の集落は消滅が危惧されている状況です。    ⇒高齢化に対応した地域づくり

 ⇒中山間地域等の居住環境向上
○ 分散した都市をつなぐ交通基盤整備の遅れ 

中小の都市が分散した地域構造になっており、各都市をつなぐ交通基盤整備が遅れ
ています。                      ⇒高速交通基盤の整備

○ 急峻な地形、かつ河川の氾濫区域に人口や資産が集中 
河川の氾濫区域や洪水・高潮による水害リスクの高い地域に、人口や資産が集中し
ています。                    ⇒災害等に強い地域づくり

○ 中心市街地の空洞化などによる地方都市の活力低下 
中心市街地の商店街は、シャッター通りが多く、地方都市の活力が低下しています。
                             ⇒地域活力の向上

克服すべき課題 

○ 厳しい経済状況に直面 
   世界的な金融危機を契機に、厳しい経済状況におかれています。 
                               ⇒国際競争力の強化
○ 高齢化した社会資本ストックの増大 

高度経済成長時に建設された社会資本の高齢化が進み、老朽化が懸念されます。 
                     ⇒戦略的な維持管理・更新等の推進

○ 地球環境問題の深刻化 
地球温暖化をはじめとする、地球環境問題や閉鎖性水域の環境保全が求められてい
ます。                           ⇒環境問題への対応

○ 「新たな公」を担う住民等の活動の活発化 
幅広い「公」の役割を NPO、企業等の多様な主体が担いつつあります。 

       ⇒新たな公と行政の連携

経済・社会情勢の変化



 

 

以上のことを踏まえ、今後取り組むべき課題を次のとおり整理しました。 

 

①全国に先行する人口減少・高齢化の進展に対応した地域づくり 

第 1 節(2)で示したとおり、中国地方は、全国より 10 年早く人口減少に転じており、今

後も人口減少が続くとともに高齢者人口は引き続き増加することが予測されます。 

 

 

 

 

②拡大する東アジア等との経済交流に対応したゲートウェイ機能の確保 

第 1 節(2)で示したとおり、中国地方は、ものづくり産業が臨海部を中心に集積し、移

出を通じた域外からの所得獲得力は地方ブロックの中で抜きん出た強さを持っていま

す。また、2008 年秋以降の世界的な景気後退の影響を受けているとはいえ、第２節(1)

で示したとおり、東アジア等との生産連携が拡大する中で貿易額が飛躍的に増加して

います。山陰側においては、経済発展めざましい北東アジアとの地理的近接性を活か

し、ロシア沿海地方、韓国、中国東北部などとの連携強化の動きが活発化しています。

しかし、海上国際コンテナ貨物の半分近くが他ブロックの港湾を経由していることや、バ

ルク貨物輸送船の大型化への対応などの課題を抱えています。 

 

 

 

 

 

 

③水害や地震等に対する脆弱さを踏まえた安全な地域づくり 

第 1 節(1)で示したとおり、中国地方は、全国の土砂災害危険箇所数の約 18％が集

中するなど、水害等に対する脆弱さを内包する地域であることに加え、総面積の約６％

を占める河川氾濫区域に人口の約 66％が集中している地方です。 

第２節(2)で示したとおり、近年は、台風や集中豪雨による甚大な水害、土砂災害、高

潮災害や地震による災害等が発生しています。一方、深刻な渇水被害が度々発生する

など、少雨にも対応した暮らしや産業活動を支える水の安定供給のための水資源確保

対策が課題となっています。今後さらに、地球温暖化に伴う気候変化により、水害、土

砂災害、高潮災害等の頻発・激甚化や渇水の頻発・深刻化が懸念されます。 

また、第３節(2)で示したとおり、道路交通による死傷事故率は減少傾向にあるものの

未だ高い状況にあります。 

高齢化等に対応した、誰もが安心して暮らせる地域づくりを進める必要があります。 

国内他圏域及び東アジア各国と競争していく力を強化していくためには、陸・海・空

の国際物流・人流基盤を総合的に整備して東アジア等との「ゲートウェイ機能」を確

保する必要があります。 
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④中心市街地の空洞化、集落の消滅が危惧される中山間地域等における快適で安心

して暮らせる地域づくり 

人口規模が小さく基幹産業に乏しい中小都市圏や中山間地域等において、人口減

少や労働力の域外流出、中心市街地の衰退が続いています。また、第２節(3)で示した

とおり、中山間地域等には多くの小規模高齢化集落が分布しており、そのうち一部の集

落は消滅が危惧されている状況です。 

 

 

 

 

 

⑤様々な都市が適度に分散した地域構造に対応した交通基盤の整備 

中国地方は、様々な都市が適度に分散した地域構造を形成しています。地域的に

は、山陰と山陽の人口集積の程度や所得などに格差があります。第２節(4)で示したとお

り、ブロック内の人流・物流を支える高速交通基盤は、山陰の整備が非常に遅れていま

す。また、山陽においても高速交通基盤へのアクセス道路の整備が遅れており、地域

間の日帰り交流圏のエリアが限られるなど、広域観光資源や国際交流基盤の活用に課

題を残しています。高速交通基盤の整備の遅れは、産業はもとより住民生活の利便性

の面でも山陰と山陽の格差を生じさせる一因となっています。 

 

 

 

 

 

⑥「新たな公」を担う住民等との連携 

広域化する行政や民間によるサービス提供の限界・効率の低下が懸念される一方、

社会の成熟化、社会貢献に対する意識の高まり、価値観の多様化等により、従来行政

が担ってきた範囲にとどまらず、幅広い「公」の役割をＮＰＯ、企業など多様な主体が担

いつつあります。 

○予防的対応、甚大な被害が発生した地域を再び被災させないためのハード対策

を実施するとともにソフト施策との連携による防災・減災対策の実施により、災害に

強い安全な地域づくりを進める必要があります。 

○国民が日常的に利用する交通に関して、事故の防止や安全性の向上を図り、

日々の生活の安心を確保する必要があります。 

地域の活力を向上させ、快適で安心して暮らせる地域づくりを進める必要がありま

す。 

地域間を結ぶ高規格幹線道路等を整備するなど、 交流・連携の強化を図る必要

があります。 
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⑦社会資本ストックの高齢化に対応した適切な維持管理・既存ストックの有効活用 

第１節(4)で示したとおり、高度経済成長期を通じて社会資本が着実に整備されてき

た結果として、今後、高齢化したストックが急速に増加していくという課題が顕在化して

います。 

 

 

 

 

 

⑧地球温暖化、環境保全への対応 

中国地方のエネルギー消費量の全国比は人口比レベルよりも高くなっています。 

また、瀬戸内海においては、赤潮の発生件数は近年横ばいで推移するなど、閉鎖性

水域の環境保全への対応が課題となっており、第 3 節(3)で示したとおり、水辺環境を保

全するための下水道事業や干潟の整備が遅れている状況です。 

 

 

 

 

 

地域のニーズにきめ細かく対応するため、「新たな公」と行政の連携が必要となりま

す。 

適切な維持管理の実施とともに、ICT をはじめとするソフト対策との連携による既存ス

トックの高度・有効利用が必要となります。 

○地球温暖化をはじめとする地球環境問題への対応が必要となります。 

○瀬戸内海等の閉鎖性水域の環境保全への対応が必要となります。 
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第２章 中国地方の将来像 

第１節 中国地方の将来像 

中国圏広域地方計画で設定された「地域の多様性を活かした交流・連携で、持続的に発

展する中国圏」、「産業集積や地域資源を活かした新たな挑戦で、持続的に成長する中国

圏」、「多彩な文化と自然を活かして、多様で豊かな生活を楽しめる中国圏」の３つの将来像

を本計画においても将来像とします。これは、本計画が中国圏広域地方計画に掲げる将来

像を社会資本整備の観点から実現しようとすることによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中国地方の将来像 

中国圏は、古来、大陸文化の橋渡し役を果たすなど、交流を通じて文化・産業の両面に

わたり各地で様々な発展をしてきた。それを基盤とした新たな交流・連携により、中国圏全体

の持続的発展を目指す。 

また、ものづくりを中心とした高度な産業集積や、農林水産物、伝統技術、観光資源など

の幅広い地域資源を有する中国圏において、そのポテンシャルを活かし、地球温暖化・エ

ネルギー問題等の対応を含めた新たな挑戦により持続的な経済成長を目指す。 

さらに、日本海や瀬戸内海、中国山地などの変化に富んだ自然の中で、中山間地域等

と都市地域が一体的な生活圏を形成し、地域性に富む文化を育んできた中国圏におい

て、多様で豊かな生活と仕事をともに楽しめる地域づくりを目指す。 

 

 

将来像において横断的に持つべき視点 

３つの将来像を実現するうえで、共通して持つべき視点を位置づけます。 

●多様な人材の育成・確保 

●低炭素・循環型の地域づくり 

●災害に強い国土・地域づくり 

●基幹的交通・情報通信ネットワークの形成 

●生活と産業の場を一体的に捉えた地域戦略 

１．地域の多様性を活かし

た交流・連携で、持続的に

発展する中国圏 

 

２．産業集積や地域資源を

活かした新たな挑戦で、持

続的に成長する中国圏 

 

３．多彩な文化と自然を活

かして、多様で豊かな生活

を楽しめる中国圏 
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第３章 中国地方における社会資本整備の重点事項 

第１節 将来像を実現するための地域整備の目標 

中国圏広域地方計画における第１章「中国圏の現状と課題」、第２章「中国圏の将来像」、

社会資本整備重点計画における第１章「社会資本整備事業を巡る現状と課題」から社会資

本整備にかかわる視点を抽出し、中国地方で取り組むべき課題を整理しました。また、みら

いビジョン懇談会におけるご意見、みらいビジョン中国２１“2004”のフォローアップ等からも

社会資本整備にかかわる視点を反映し、地域整備の目標を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな地域整備の目標 

中国地方で今後取り組むべき課題 

中国地方みらいビジョン懇談

会、みらいビジョン中国２１

“2004”のフォローアップ 

抽出 

反映 

抽出 

① 競争力のある地域経済社会の再構築 

② 安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり 

③ 多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造 

④ 交流・連携による一体的で活力のある地域づくり 

⑤ 横断的な取組 

 

■地域整備の目標の整理 

社会資本整備事業

を巡る現状と課題 

社会資本整備重点計画 

中国圏の現状と課題 

中国圏の将来像 

中国圏広域地方計画 

外部要因（地球環境問題の深

刻化、高齢化した社会資本ス

トックの増大） 

反映 
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安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり

競争力のある地域経済社会の再構築

◆中国地方は河川の氾濫区域に人口の約
66％が暮らし、全国の土砂災害危険箇所数
の約18％を占めるなど水害等に対する脆弱さ
を内包している。近年の、台風や集中豪雨に
よる甚大な洪水・高潮・土砂災害、地震等の
発生や、地球温暖化に伴う気候変化を踏まえ、
予防的対応、甚大な被害が発生した地域を
再び被災させないための対策及びソフト施策
との連携による防災・減災対策を推進する。

◆少雨に対応した暮らしや産業活動を支える水
の安定供給を図る。

◆日々の生活の安心を確保するため、国民が
日常的に利用する交通の事故防止や安全性
の向上を図る。

◆防災拠点整備や災害時の情報収集・伝達体
制の充実、ハザードマップの活用、防災教育
の推進など地域防災力の向上を図る。

◆東アジア等との競争・連携による国際
的な競争力の一層の強化を図るため、
港湾の再生・機能強化、バルク貨物輸
送船の大型化への対応などシームレ
スな貨物輸送ネットワークの構築・高
度化により、東アジア等とのゲートウェ
イ機能を強化する。

◆近畿・四国・九州ブロックを含む中国地
方内外との産業連携を図り、中国地方
の産業の振興を図るため、海上交通
ネットワーク及び陸上の高速交通ネッ
トワークの整備・活用、都市機能の強
化を推進する。

◆サービス産業の集積を図るため、サー
ビス産業の活動基盤となる自立拠点
都市圏の都市機能の形成を図る。
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交流・連携による一体的で活力のある地域づくり

多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造

◆中国地方は、様々な都市が分散した地域
構造をしており、各都市が役割を発揮して
相互に連携強化し、自立的な中国地方の
形成を図るため、ブロック内外の人流・物
流を支える高速交通基盤の整備を推進す
る。

◆生活、産業等における都市と中山間地域
等の多様な交流を拡大するとともに、圏域
内外の地域間交流を支える基幹的な交通
基盤の整備を推進し、一体的な発展を図る。

◆日本海や瀬戸内海、中国山地などの変化
に富んだ自然を有する中国地方において、
環境負荷低減への取組を進めるとともに、
瀬戸内海等の閉鎖性水域において自然環
境の保全を図る。

◆中山間地域等を多く抱え、全国に先行して
人口減少、高齢化が進展している中国地方
の特徴を踏まえて、自然環境の保全・管理
の充実を図るとともに、誰もが快適で安心し
て暮らせる都市と中山間地域等の基盤及び
生活拠点の形成を図る。

◆中国地方は、多様性のある地域で構成され
ている地域であり、各地域の個性を活かし
つつ、広域的に一体感があり、自立的な中
国地方を創造するため、地域の個性や魅力
の源泉となる歴史、文化、自然、景観などを
活かした地域づくりを推進する。

◆中国地方内外の各地域が連携し、世界遺
産や瀬戸内海、日本海等の多様な観光資
源を活かした観光振興や外国人観光旅客
の来訪の促進を図るため、港湾や空港の
グローバルゲートウェイ機能や各地域の拠
点都市における国際交流機能を充実・強
化する 。

横断的な取組

◆地域のニーズにきめ細かく対応するため、住民やＮＰＯ、企業など様々な主体との協働を進めるとともに、今後増大する社会
資本ストックに対して、計画的かつ効率的な維持管理を実施する。

◆地球温暖化をはじめとする地球環境問題に対し真剣に取り組み、「低炭素型・循環型社会」の形成を推進する。

◆産学官や異分野間の連携を深める技術開発を推進していく仕組み・体制の一層の充実を図り、コスト縮減や事業の迅速化、
維持管理の高度化による価値の高い社会資本整備を実現する。
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（１） 

（２） 

（１） 

（２） 

第２節 社会資本整備の重点目標 

Ⅰ－１ 東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化 

Ⅰ－３ 都市機能の強化 

Ⅰ 競争力のある地域経済社会の再構築 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

Ⅱ－２ 地域防災力や危機管理体制の強化 

Ⅱ－３ 安定的な水資源の確保 

Ⅱ－４ 陸上及び海上における交通安全の向上 

Ⅱ 安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり 

国内交通ネットワークの強化 

東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化 

高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興 

都市内の渋滞対策による交通の円滑化 

Ⅰ－２ 

災害・防災情報の提供や共有化等の充実による地域防災力の向上と 

危機管理体制の強化 

水資源の確保による暮らしや産業活動を支える水の安定供給 

陸上及び海上における交通安全の向上 

● 

● 

● 

● 

● 

洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止 

災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止 

既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生 
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（１） 

（２） 

（１） 

（２） 

（３） 

（１） 

（２） 

Ⅲ 多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造 

Ⅳ 交流・連携による一体的で活力のある地域づくり 

ⅢⅢⅢⅢ－－－－１１１１    瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり 

瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現 

瀬戸内海をはじめとする自然・歴史・文化等の地域資源を活用した地域づくり 

Ⅲ－２ 良好な都市空間の形成 

Ⅲ－３ 少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現 

静脈物流ネットワークの構築等による循環型社会の創出 

地域の状況に応じた良好な道路環境の創出 

水・緑豊かで美しい都市生活空間の形成 

Ⅲ－４ 中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 

少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現 ● 

中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 ● 

Ⅳ－１ 都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生 

山陰と山陽及び分散した都市間等の連携強化 

都市間や都市と中山間地域等の多様な交流の拡大 

Ⅳ－２ 広域観光の促進 

空港や港湾などの国際交流拠点機能の強化による広域観光の促進 ● 
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（１） 

（２） 

Ⅴ 横断的な取組 

社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用 

様々な主体との協働や戦略的な維持管理・更新等による社会資本の有効活用 

産学官の技術連携の支援及び新技術・新工法の活用 

Ⅴ－１ 

Ⅴ－２ 地球環境問題への対応 

地球温暖化をはじめとする地球環境問題への対応 ● 
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国内交通ネットワーク強化

・交通容量拡大策やTDM（交通需要マネジメント）施策等の都市内の渋滞対策を総合的に実施し、交通
の円滑化及び物流の効率化を図る。

・高規格幹線道路や地域高規格道路などの整備を進め、国内交通ネットワークを強化する。
・空港、港湾、鉄道駅へのアクセス向上、国際コンテナ通行支障区間の解消を進め、産業の振興を図る。
・ＩＴＳの活用を推進し、物流の円滑化を図る。

東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化

・コンテナターミナルや多目的国際ターミナルの整備、瀬戸内海における航路体系の再構築等を実施し、
シームレスな輸送ネットワークを確立する。
・輸送コストの削減を図り、国際競争力を強化する。

目標Ⅰ－１

目標Ⅰ－２

目標Ⅰ－３

第４章 重点目標達成のための取組

第１節 競争力のある地域経済社会の再構築

●東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化

●高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興

都市機能の強化

（２）都市内の渋滞対策による交通の円滑化

・既成市街地における民間都市開発を促進し、地域経済の振興を図る。
・土地区画整理事業や市街地再開発事業などによる土地の有効・高度利用を推進し、防災機能の向上や
生活環境の改善を図る。
・主要な駅周辺において、駅前広場やアクセス道路等の整備改善を進め、都市内移動の快適性・利便性
の向上を図る。

（１）既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生
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暫定航路の増深による大型船舶を利用した原材料入荷コストの削減や、大型岸壁と貨物ヤード等の一体的運
営によりバルク貨物輸送を可能にするなど、ダイレクト輸送の向上に向けた港湾拠点の機能強化を推進するこ
とでシームレスな輸送ネットワークを確立し、海上輸送を効率化します。

海上輸送の効率化取組

Ⅰー１
東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化
●東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化

港湾による輸出入貨物の輸送コスト削減率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０％（H19） → 約20％（H24)

港湾関連手続のシングルウィンドウ化率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０％（H19） → 100％（H24)

岸壁(-12m)
岸壁(-10m)

泊地(-12m)
航路(-12m)

徳山下松港 新南陽地区

岸壁(-12m)
岸壁(-10m)

泊地(-12m)
航路(-12m)

岸壁(-12m)
岸壁(-10m)

泊地(-12m)
航路(-12m)

徳山下松港 新南陽地区

具体事例

港湾関連用地
公共埠頭

荷主企業

石炭火力発電所

岸壁(-14m)

２次輸送

一括大量輸送

石炭の配送

国や県と民間の港湾施設の一体的運営に
より効率的なバルク貨物輸送が可能

福山港箕沖地区において既存岸壁の能力不足により他港や小規模岸壁利用といった非効率な輸送を余儀なく
されており、今後の需要に対応できない状態にあります。本事業は，地域経済の国際競争力を阻害する施設不
足を解消するため、多目的国際ターミナルの整備を進めています。

整備効果

◆多目的国際ターミナル整備事業 福山港箕沖地区（広島県福山市）

本事業により既存岸壁の能力不足が解消でき、港湾背後
に立地する主要企業の産業競争力が強化され、地域の産業
及び経済の振興が期待されます。
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２２２２バースバースバースバース完成予想図完成予想図完成予想図完成予想図

○増大増大増大増大するするするする国際貨物国際貨物国際貨物国際貨物へのへのへのへの対応対応対応対応
○円滑円滑円滑円滑なななな国際港湾物流体系国際港湾物流体系国際港湾物流体系国際港湾物流体系のののの構築構築構築構築

○○○○地域産業地域産業地域産業地域産業のののの発展発展発展発展
○○○○物流物流物流物流のののの効率化効率化効率化効率化
○○○○国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力のののの強化強化強化強化

〔具体的な施策例〕

航路整備（重要港湾以上において、計画水深を確保している港数） ・・・・ ８港（H19） → 10港（H２４） → 17港（将来）

多目的ターミナル整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36箇所（H19） → 40箇所（H２４）

岸壁岸壁岸壁岸壁
整備整備整備整備：：：：国国国国 またはまたはまたはまたは

港湾管理者港湾管理者港湾管理者港湾管理者

ヤードヤードヤードヤード 等等等等
整備整備整備整備：：：： 港湾管理者港湾管理者港湾管理者港湾管理者

石炭 石炭石炭石炭 石炭石炭

必要必要必要必要にににに応応応応じてじてじてじて
事業者整備事業者整備事業者整備事業者整備

官、民の港湾施設の一体的
な運営により、効率的なバル
ク貨物輸送が可能となる

認定事業者による一体的運営

民間事業者による
一体的な運営

【アウトカム指標】
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中国横断自動車道姫路鳥取線（佐用～西粟倉間 岡山県美作市）

規格の高い道路を使う割合・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13％（H19） → 約２割増（H２４）

高速道路等ＩＣの30分カバー率・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 72％（H19） → 73％ （H２４）

拠点的な空港・港湾の高速ＩＣへのアクセス率・・・・・・・・ 38％（H19） → 50％ （H２４）

人・モノの効率的な移動の支援

Ⅰー２
国内交通ネットワーク強化
●高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興

近年、経済活動の広域化が進展するとともに、東アジア諸国の経済成長により国際競争が激化する中、
人・モノの広域的・効率的な移動や、国際競争力の強化を支援するため、幹線道路ネットワークの整備を進
めるとともに、空港や港湾に連結するアクセス道路の整備を推進します。

具体事例２

呉港阿賀マリノポリス地区において、広島中央テクノポリス地区から発生する貨物を建設中の東広島呉自動
車道経由で海上輸送に接続させ、効率的に輸送するための臨港道路の整備を進めています。

◆臨港道路整備事業 呉港阿賀地区（広島県呉市）

本事業により、広域的な交通ネットワークの形成と陸上輸送から
海陸複合一貫輸送へのシフトによる物流コスト削減、大型車の輸
送路確保による物流の効率化、利便性が向上

既存のアクセス道は住宅地
を通過し、狭隘でトレー
ラーの通行が困難

具体事例１

中国横断自動車道姫路鳥取線は、姫路市を起点に兵庫県・岡山県・鳥取県の３県を結び鳥取市に至る、延長
約８６ｋｍの高規格幹線道路です。姫路鳥取線の整備により人流・物流が効率化され、関西圏や経済発展めざ
ましい北東アジアとの連携強化による経済・産業の振興が期待されます。

◆中国横断自動車道 姫路鳥取線

取組

鳥取市～大阪市間の所要時間

３時間20分 →２時間30分

姫路鳥取線の整備により、関西圏への
所要時間が大幅に短縮

【アウトカム指標】
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交通結節点の改善取組1

中枢的な都市機能の強化を目指し、駅前広場、自由通路及び自転車駐輪場などの駅周辺の施設を一体的･総
合的に整備し、駅前交差点を中心として発生している慢性的な交通渋滞の解消等に取り組むことで公共交通の
乗り継ぎ等利便性の向上を図ります。

具体事例

現在のJR横川駅前

◆交通結節点の改善 岡山駅地区（岡山市）

岡山駅周辺は、ＪＲ線により市街地が分断され、駅の東西で土地利用の格差が著しく、また西口の駅前広場
が手狭なため、鉄道やバスを乗り継ぐ結節機能が十分でない状況です。本事業は、駅の東西連絡通路及び西口
広場の拡張及び施設の再編を行い、駅周辺の一体的な市街地整備と交通結節機能の強化を図ります。

岡山駅西口駅前広場イメージパース

西口広場（整備前）

駅前広場の整備により乗り継ぎの利便
性が向上

公共交通機関の整備支援や交通結節点の整備により、
都市内の移動を円滑化

駅前広場が手狭なため、タクシー等の自動車
が輻輳する駅西口広場

Ⅰー３
都市機能の強化
(１)既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生
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完成イメージ

完成模型

都市再生取組2

具体事例２

広島駅新幹線口広場に隣接する若草町地区において、広島市の新都心成長点にふさわしい業務、商業、都心
居住などの複合機能の導入を図り、広島駅新幹線口地区に活気とにぎわいに満ちた新たなシンボル空間を創出
するため、市街地再開発事業を推進します。また、安全・安心なまちづくりを進めるため、市営若草住宅の建
替えにより遊休地化した土地の有効活用を図り、敷地の整形化や建築物の不燃化対策を行います。

◆◆◆◆市街地整備による都市の再生 若草町地区（広島市）

具体事例１

ふるさとの顔づくりモデル土地区画整理事業を活用し、廿日市市の東の玄関口にふさわしい賑わいあふれる
空間と、歴史や自然の地域資源を活かした緑豊かな安らぎの空間が共存した、魅力ある市街地が形成され、あ
わせて、良好な居住環境の創出を図ります。

◆◆◆◆市街地整備による都市の再生 廿日市駅北地区（広島県廿日市市）

幹線道路や駅前広場の一体的な整備により、ＪＲ廿
日市駅へのアクセスを改善し、交通結節機能を強化

賑わいあふれる空間と、歴史や自然
の地域資源を活かした緑豊かな安ら
ぎの空間が共存した魅力ある市街地
の形成と良好な居住環境を創出

完成イメージ（駅前）

位置図

中枢的な都市機能の強化を目指し中心市街地等の既成市街地における民間都市開発を促進し、地域経済の振興
を図るとともに、防災機能の向上や生活環境の改善を目的として土地区画整理事業や市街地再開発事業などに
よる土地の有効・高度利用を推進します。

Ⅰー３
都市機能の強化
(１)既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生
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バイパス整備等の交通容量拡大施策、ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策やマルチモーダル施策等を総合
的に推進し、経済活動の支援を含めた物流等の効率化を図ります。

都市内交通の円滑化取組

Ⅰー３
都市機能の強化
（２）都市内の渋滞対策による交通の円滑化

【アウトカム指標】 渋滞による損失時間・・・・・・･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約269万人時間/年（H19） → 約１割減（H24）

具体事例

松江第五大橋道路は、地域高規格道路・境港出雲道路の一部を構成し、山陰道とともに宍道湖・中海圏域の
８の字ルートをつくり、圏域の一体化を図る道路で、一般国道485号の慢性的な渋滞の緩和を目的とした、松江
市下東川津町から松江市東津田町に至る延長約5.2kmの４車線道路です。

◆一般国道485号 松江第五大橋道路（島根県）

松江第五大橋道路の整備により、渋滞を大幅に解消

松江市街中心部の
４つの橋で慢性的
な渋滞が発生

時差出勤 ノーマイカーデーの推進

道路の拡幅

交通円滑化施策

ＴＤＭ（交通需要マネジメント）ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策施策

●時差通勤、ノーマイカーデーの推進

●相乗りの推進

●信号制御見直し、交通規則の変更

【主な施策】
●交通結節点の整備

●情報提供装置の整備

●自転車の利用促進

●バスレーン、バス優先信号の導入

時差出勤

ノーマイカーデーの推進

交通容量拡大施策

【主な施策】

●津ノ井バイパス

●鳥取環状道路

●松江第五大橋道路
●岡山西バイパス

●倉敷立体

●広島南道路（広島高速３号線）
●府中仁保道路（広島高速２号線）

●廿日市立体

●周南立体
●下関拡幅

バイパスの整備
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・災害や重大事故等の発生時においても機能するように社会資本整備を推進し、住民生活や経済活動へ
の深刻な影響の防止を図る。

・河川改修、高潮対策、都市浸水対策や土砂災害対策を実施し、災害に強い基盤づくりを推進することに
より、被害を未然に防止する。
・土地利用方策や雨水流出抑制策など、地域特性にあった、より効果的な治水対策を実施する。
・災害発生時に避難が困難となる地域の住民に対して、より安全な地域への移住を勧めるなど、人命被害
の予防策を行う。

第２節 安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり

災害の防止・軽減目標Ⅱ－１

（１）洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止

（２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止

・道路交通システムの構築や交通安全対策事業を進め、公共空間における移動の円滑化を図る。
・プレジャーボート等の放置を規制するとともにボートパークの整備等を進め、海上交通や海洋性レクリ
エーション活動、漁業活動等の安全・円滑化を図る。

・新規施設の整備、既存施設の有効活用等により水資源の確保を推進し、暮らしや産業活動を支える水
の安定供給を図る。

・大規模な地震や津波、原子力発電所において事故が発生した場合等の広域災害が発生した際の応援・
救援体制の維持・強化を図る。
・災害時の避難が的確に行えるための支援や自助・共助による活動により、地域防災力の向上を図る。
・関係機関の情報の共有化や樋門・水門等の遠隔操作による開閉の自動化等、公助の推進により、危機
管理体制の強化を図る。

地域防災力や危機管理体制の強化目標Ⅱ－２

●災害・防災情報の提供や共有化等の充実による地域防災力の向上と
危機管理体制の強化

安定的な水資源の確保目標Ⅱ－３

●水資源の確保による暮らしや産業活動を支える水の安定供給

陸上及び海上における交通安全の向上目標Ⅱ－４

●陸上及び海上における交通安全の向上
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斐伊川・神戸川水系において、「上流のダム建設、中流の放水路建設と斐伊川本川の改修、下流の大橋川改
修と中海・宍道湖の湖岸堤整備」により総合的に沿川の洪水被害の防止を図り、災害に対して強い地域づくり
を推進します。

災害から生活を防御

Ⅱー１
災害の防止・軽減
（１）洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止

【アウトカム指標】 洪水による氾濫から守られる区域の割合・・・・・・・・・・・・・・・・・ 56％（H19) → 61％（H24）

土砂災害から保全される人口 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約42万人（H19） → 約45万人（H24)

土砂災害から保全される人命保全上重要な施設数 ・・・・・・・ 約220施設（H19） → 約310施設（H24）

津波高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない地域の面積

・・・・・・・ 約17,000ha（H19）→ 約15,200ha（H24）

侵食海岸において現状の汀線防護が完了されていない割合 ・・・・ 約29％（H19)→ 約23％（H24）

下水道による都市浸水対策達成率 ・・・・・・・・・・・・ 約48％（H19）→ 約51％（H24）

重点的な投資により浸水被害の解消を図る戸数 ・・・・・・・・・・・・・ 約2,900戸（H19）→ 約4,700戸（H24）

河川堤防質的整備の優先対策区間における対策済み区間の割合 ・・・約24％（H19）→ 100％（H24）

具体事例２

鳥取平野の中央を流れる千代川流域では、洪水がたびたび起きています。千代川流域の洪水対策のために、
河川改修とダムによる洪水調節を組み合わせた沿川の安全性を確保する計画がたてられました。殿ダムは、水
害から生活を守るダムとして完成を目指し事業を推進します。

具体事例１

◆特定多目的ダム建設事業 殿ダム（鳥取県鳥取市）

殿ダム完成イメージ

築堤や護岸整備等の河川改修やダム建設、海岸の高潮対策、下水道事業による都市浸水対策や急傾斜地の崩
壊等を防ぐ土砂災害対策を実施し、災害に強い基盤づくりを推進することにより、被害を未然に防止します。

洪水調節として、ダム地点の
計画洪水流入量400ｍ3/sの
うち250m3/sをダムに貯め、
残りの150m3/sを放流

取組

洪水の一部をダムで
貯めて、下流への放
流量を低減

放水路の開削により、斐
伊川の洪水の一部を神戸
川に流し、宍道湖に流れ
込む水量を大幅に低減

堤防の建設と川の拡
幅により、洪水を安
全に流下

◆斐伊川・神戸川の
治水対策（３点セット）
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豪雨等の自然災害や重大事故等が発生した場合でも、信頼性の高い安全・安心な生命線道路となる幹線道路
を計画的に整備することで、災害の影響を最小限にとどめます。

災害時に生命線となる道路を確保し、安全で安心な生活を支援取組1

【アウトカム指標】 要防災対策箇所等対策率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13％（H19） → 54％（H２４）
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崩落・落石
土砂流出･洗掘

降雨回数の増加により規制回数が増加

中国管内規制件数
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越波･冠水
事前規制(雨量ほか)
倒木･倒壊･損傷･強風

崩落・落石
土砂流出･洗掘

降雨回数の増加により規制回数が増加

■中国地方規制件数

Ｈ18．７豪雨災害により、国道９号が全面通行止めとなり、大きな迂回が必要となりました。
山陰道の整備により、災害時のリダンダンシーが確保され、交通の信頼性・安全性が期待されます。

◆Ｈ18．７豪雨災害発生時の迂回状況の推計

具体事例

→ 迂回ルートの確保が必要

近年、集中豪雨や台風の上陸により50㎜
以上の降雨回数が増加。これに伴い、通
行規制区間の規制回数も増加傾向

通行止め期間中は地域活動が麻痺

約７０分

約１１０分

国道９号

迂回路

１．６倍

【所要時間】

約５０ｋｍ

約９０ｋｍ

国道９号

迂回路

１．８倍

【走行距離】

国道９号(出雲市多伎町小田地内）被災状況

※リダンダンシー：災害等で道路の一部区間が途絶して
も道路全体の機能が損なわれないた
めの代替路

Ⅱー１
災害の防止・軽減
（２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止

渋滞激化

玉湯交差点

通行止通行止通行止通行止
7/187/187/187/18～～～～8/108/108/108/10

出雲市多伎町小田出雲市多伎町小田出雲市多伎町小田出雲市多伎町小田
通行止通行止通行止通行止7/207/207/207/20～～～～7/227/227/227/22
片側交互通行片側交互通行片側交互通行片側交互通行

7/22 9:007/22 9:007/22 9:007/22 9:00～～～～10/6 17:0010/6 17:0010/6 17:0010/6 17:00

たきちょう おだ
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完成イメージパース

災害時に拠点となる施設を整備し、安全で安心な生活を支援取組2

具体事例

益田市街地は高津川と益田川に挟まれた平野部で、過去の洪水では甚大な被害を受けました。このため、現
在施工中の益田道路（国道９号）事業、益田市の土地区画整理事業とも調整を図り、円滑かつ効果的な水防活
動及び緊急復旧活動を行うための防災拠点の整備を推進しています。

◆河川防災ステーション（島根県益田市）

度重なる災害への対応の観点から、被災後、地域住民の避難場所、道路の速やかな復旧支援、及び道路利用
者・地域住民の速やかな日常生活への復帰支援を行うため、各地域の実情に合わせ「道の駅」の防災機能の拡
充を進めます。

洪水等の災害時だけでなく、平常時において
も、防災教育や河川事業PRのための河川管
理者と地域住民との交流の場、レクリエー
ションの場などの機能として使用

災害発生時

平常時

災害支援物資の備蓄基地、災害情報の集配配信、
水防団等の活動拠点、物心輸送の基地機能等の
水防活動を支援する拠点となる

・水防訓練、関係機関との連絡体制の確認等、水防
体制の充実を図る

・雨量、水位、水位予測等、洪水時に必要な情報の
共有と、地域住民への情報発信を行う

防災ステーションの機能

■ 防災拠点整備例 道の駅「掛合の里」 (島根県 )
54

・貯水槽（イメージ）

非常用トイレの整備

・非常用トイレ（イメージ）

「道の駅」

・防災情報提供モニター

非常用電源の確保

・非常用電源装置（イメージ）

非常用水の確保

情報提供装置の拡充

駐駐 駐駐
車車 車車
場場 場場

レレレレ
スススス
トトトト
ララララ
ンンンン

＆＆＆＆
物物物物
産産産産
館館館館

交交交交
流流流流
館館館館

情情情情
報報報報
施施施施
設設設設

直直直直売売売売所所所所

・衛星携帯電話

通信手段の確保
防災拠点化整備事例 道の駅「掛合の里」

Ⅱー１
災害の防止・軽減
（２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止
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大規模地震発生時における避難者や緊急物資の輸送の確保や物流機能維持を図るため、既存の港湾施設の耐

震化や耐震強化岸壁の整備等を推進します。

震災時に住民生活や経済活動を確保取組3

【アウトカム指標】 港湾による緊急物資供給可能人口 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約53万人（H19） → 約70万人（H２４）

具体事例

福山港の背後圏には鉄鋼関係、食品関係やアパレル関係の企業が多数立地しています。これらの企業は福山
港を利用して中国から食材や衣類等をコンテナで輸入しており、その取扱貨物量は年々増加しています。

これらの地域経済を支援するため、福山港箕沖地区において水深－10ｍ岸壁を有す多目的国際ターミナルの

整備を行い、その際、大規模地震時に緊急物資及び避難者の海上輸送等を確保することを目的とした耐震強化
岸壁としての効果も付加させています。

耐震強化岸壁耐震強化岸壁耐震強化岸壁耐震強化岸壁とはとはとはとは

○大規模地震が発生した場合、被災者の避難及び緊急
物資の輸送拠点となる重要な役割となる施設
○被災地の復旧・復興の支援拠点となり、建設資材等
のヤードとして利用できる
○国内海上幹線物流機能を維持し、地域経済の安定的
な確保ができる

耐震強化岸壁耐震強化岸壁耐震強化岸壁耐震強化岸壁とはとはとはとは

○大規模地震が発生した場合、被災者の避難及び緊急
物資の輸送拠点となる重要な役割となる施設
○被災地の復旧・復興の支援拠点となり、建設資材等
のヤードとして利用できる
○国内海上幹線物流機能を維持し、地域経済の安定的
な確保ができる

凡 例
：平成20年度までに緊急物資の受け入れが可能となった港湾
：整備中の港湾

大規模地震発生時において、約12万人の被災人口が想定される福山地域に対して、
地震に対する安定性が高い海上輸送を利用した緊急物資等の供給が可能な拠点が整備
され、市民生活・地域経済社会に寄与することができます。

広島県地域防災計画より供用した耐震強化岸壁

◆耐震強化岸壁の整備 福山港（広島県福山市）

宇野港

岡山港

水島港

鳥取港境港
河下港

浜田港

呉港
大西港

福山港

徳山下松港

西郷港

広島港

〔具体的な施策例〕

耐震強化岸壁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11港（H19） → 14港（H２４） → 25港（将来）

Ⅱー１
災害の防止・軽減
（２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止
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道路防災情報を
携帯電話で受信

中国地方整備局ホームページの潮位情報
（http://cgr.mlit.go.jp/saigai2/html/cyoui/index.htm）

防災情報提供による地域防災力の強化

ホームページ、携帯等による防災情報の提供やハザードマップの作成・普及を推進しています。「動く洪水ハザードマッ
プ」は、パソコン上で自ら氾濫シミュレーションを行い、その結果を画面上に動的に表示するもので、擬似的に洪水を体験
することができ、災害発生時における住民の自主的な避難活動の意識啓発に寄与します。

ハザードマップを作成・公表し、防災訓練を実施した市町村の割合

●洪水 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 19％（H19） → 100％（H24）

●内水 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 約0％（H19） → 100％（H24）

●土砂 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 46％（H19） → 100％（H24）

●津波・高潮 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５割（H19） → 約７割（H24）

土砂災害特別警戒区域指定率 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 約20％（H19） → 約80％（H24）

【道路情報メールサービス】
「Michi@メール」、「とうげんきょう」にて、
アドレス登録者に通行規制情報、気象情報、気
象観測情報、路面状況、積雪等をメール配信
○アドレス登録者；約2,400人

◆災害情報の提供 ～携帯電話の活用～ ◆自主防災の意識啓発 ～ハザードマップの活用～

◆災害情報の提供～インターネットの活用～

取組

具体事例

地域防災力の向上を図るうえで重要である、自助・共助による活動を更に促進させるため、浸水想定区域図
（ハザードマップ）を作成し、洪水時に浸水が想定される区域及びその水深を示すことによって、避難場所の
設定を行い、これにより住民の円滑かつ迅速な避難の実施など効果的な住民の避難の確保を図ります。

また、道路緊急ダイヤルやコンビニエンスストアを窓口として道路の異常を管理者へ通報するロード・セー
フティステーションの取組を推進し、利用者と管理者の情報共有のリアルタイム化を図り、官民の連携による
地域防災力の強化を推進します。

内水氾濫と氾濫流の
表示

任意の経路上の浸水状
況を動的に表示

■ハザードマップの公表■地域防災力向上、危機管理体制強化のイメージ

Ⅱー２
地域防災力や危機管理体制の強化
●災害・防災情報の提供や共有化等の充実による地域防災力の向上と危機管理体制の強化

【アウトカム指標】

47



尾原ダム完成イメージ図

渇水時等にも安定して水を供給取組

Ⅱー３
安定的な水資源の確保
●水資源の確保による暮らしや産業活動を支える水の安定供給

【アウトカム指標】 新たな水道用水・工業用水の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ －（H19） → １日約12万トン（H２４）

斐伊川治水事業３点セットの一つである尾原ダムは、複数の目的をあわせ持つ多目的ダムです。斐伊川流域
の洪水ピークの低減、ダム下流流域の既得取水の安定化及び河川環境の保全のための流量確保、また、島根県
東部地域の３市１町に対し、水道用水を供給するといった役割を担っています。

具体事例

◆特定多目的ダム建設事業 尾原ダム（島根県雲南市、奥出雲町）

島根県東部地域の3市1町に対し、
最大 38,000m38,000m38,000m38,000m3333////日日日日 の水道用水を新たに供給

ダムによって、河川の流量が豊かな時には水を貯留し、必要な流量が不足している時には水を供給して、年

間を通して安定的に利用できる流量を増加させることで、新たな水資源の開発を行います。

水道用水 工業用水
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幹線道路の安全性を効率的・効果的に高めるため、事故率の高い事故危険箇所（中国地方内：○○○箇所）
の整備を重点的に進めることで、総合的な交通安全対策を推進します。

交通安全の確保取組

◆事故危険箇所対策事業 一般国道54号 白神社前交差点（広島市）

Ⅱー４
陸上及び海上における交通安全の向上
●陸上及び海上における交通安全の向上

【アウトカム指標】 道路交通における死傷事故率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 87件/億台km（H19） → 約１割削減（H２４）

■あんしん歩行エリアの整備イメージ

事故危険箇所において、予告矢印の路面標示や進路変更禁止区分線による車線区分の明確化、歩行者注意の
路面表示を設けることにより、交差点における自動車の追突事故件数および歩行者、自転車事故件数の減少を
目指します。

具体事例

※対策前の期間はＨ17年１～７月であるため
１年換算しており実件数は９件

 【対策前後の追突事故件数の推移】 

8件/年

15件/年

0

5

10

15

20

対策前(H17.1～7) 対策後(H17.8～H18.7)

 【歩行者・自転車事故の推移】 

2件/年

6件/年

0

2

4

6

8

対策前(H16.1～H17.1) 対策後(H17.2～H18.2)

■交差点における事故危険箇所対策イメージ
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・効率的な静脈物流網の構築や廃棄物処理対策、建設副産物リサイクルを促進し、循環型社会の形成を
目指す。

第３節 多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造

・下水道整備や河川環境整備、干潟の再生と保全などを推進し、美しく豊かな自然とのふれあいの場や健
全な自然環境を創出するとともに、環境教育を推進する。
・人工リーフの設置や環境配慮型護岸への改良などにより、良好な景観を保つ。

・交通流対策、道路構造対策、土地利用の転換などにより、沿道環境の改善を図る。

・歴史国道やまちなみ環境、みなとまちづくり等の取組により、自然・歴史・文化等の地域資源を活用した
地域づくりを目指す。

・市街地における公園緑地や建築物の屋上緑化、公共賃貸住宅等の整備を推進し、魅力ある美しい都市
生活空間の形成を目指す。

瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした
美しく豊かな地域づくり

目標Ⅲ－１

（１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現

良好な都市空間の形成目標Ⅲ－２

（１）静脈物流ネットワークの構築等による循環型社会の創出

（２）地域の状況に応じた良好な道路環境の創出

（３）水・緑豊かで美しい都市空間の形成

（２）瀬戸内海をはじめとする自然・歴史・文化等の地域資源を活用した地域づくり

・中山間地域・離島等において幹線道路、下水道、港湾の整備、生活サービス機能の集約化等を推進し、
居住環境の向上を図る。
・道の駅、みなとオアシス等地域拠点としての活用、コミュニティバス等の導入、離島航路の維持等地域
のニーズに応じた公共交通の活性化・再生を推進し、生活サービスの充実を図る。

・旅客ターミナルなどの交通結節点や都市公園などの公共空間及び住宅・建築物等におけるユニバーサ
ル社会の実現に向けた取組を促進する。

少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現目標Ⅲ－３

●少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現

中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実目標Ⅲ－４

●中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実
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徳山下松港干潟の整備状況

自然とのふれあいの場の創出取組1

Ⅲー１
瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり
（１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現

【アウトカム指標】 失われた自然の水辺のうち、回復可能な干潟の中で再生した水辺の割合

（港湾関連分のみで湿地を含まない） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21%（H19） → 34%（H２４）

具体事例１

海域そのものや水産資源の育成環境の改善を図るため、港湾・水産部局が連携して干潟の造成を行います。

主たる干潟造成材料として、徳山下松港港湾整備事業で発生する水底土砂を有効に活用します。

また計画設計面では、アサリの生育特性や順応的管理などに配慮しています。

◆水底土砂を有効に活用した干潟造成（山口県周南市）

「森・川・海の健やかな繋がりを活かし、恵み豊かで美しく親しみやすい「広島湾」を保全・再生し、次世
代へ継承する」を目標とする、広島湾再生行動計画を策定しました。多様な主体の連携・協力のもと、藻場や
干潟の再生、河川における水質改善等、自然環境を保全・再生する事業を推進します。

干潟造成により水底質環境の改善と水産資源
を含む生物の多様性が向上。また、市民の自
然との触れ合いや学童の環境学習の場として
活用

完成イメージ

〔具体的な施策例〕

湿地・干潟の再生面積 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52ha（H19） → 82ha（H２４）
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美しく豊かな自然を復元取組2

【アウトカム指標】 下水道処理人口普及率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約58％ （H19） → 約65％（H24）

◆合流式下水道の改善（広島県福山市）

具体事例２

合流式下水道は、雨天時に汚水の混じった雨水が公共用水域に放流されるため、水質に与える影響が重要な
課題となっています。このため、公共用水域への汚濁負荷量の削減、公衆衛生の向上、景観の向上を目的とし
て、合流式下水道の改善を緊急に行います。

中央ポンプ場

増補管

中海・宍道湖において、市民参加による植栽を実施するなど、ヨシ帯や藻場など湖岸域の浅場環境を再生し
て自然が本来もつ浄化機能を回復し、水質浄化を図るとともに、湖岸から水際をなだらかにするなどして、良
好な生物生息環境と親水活動など多面的な利用が可能な湖沼環境の再生を図ります。

市民参加によるヨシの植栽により、ヨシ帯が
再生した宍道湖湖岸

未処理下水の放流による水質汚濁リスクの低減を図り、快適で衛生的な生活環境を確保するため、雨
天時放流水を一時的に貯留させる池や管渠を整備するなど、合流式下水道の改善を実施

Ⅲー１
瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり
（１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現
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日本海沿岸の地域資源を活用取組3

◆海岸保全施設整備事業 皆生海岸（鳥取県米子市など）

具体事例

Ⅲー１
瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり
（１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現

日本海沿岸の豊かな自然と良好な景観を有する海岸線は、地域の貴重な観光資源であり、その保全・回復を
行うことにより観光地域づくりを目指します。

皆生海岸は、大山山麓から美保湾に向かって弓状に続く白砂青松の海岸線であり、国土保全と景観配慮を

目的とした人工リーフの設置、サンドリサイクル の実施により、砂浜海岸の保全・回復を行い、自然と人
が共存できる海岸環境を創り出していきます。

＊サンドリサイクル：港湾等の航路浚渫土砂や、河口部の堆積土砂を利用し侵食傾向にある海岸へ養浜を行う。

景観配慮型人工リーフ

離岸堤

新型人工リーフ 離岸堤

新型人工リーフの整備により、新型人工リーフの整備により、

安全で利用しやすい海岸を創出安全で利用しやすい海岸を創出

山陰海岸山陰海岸山陰海岸山陰海岸ジオパークジオパークジオパークジオパーク
（（（（鳥取県鳥取県鳥取県鳥取県・・・・兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県・・・・京都府京都府京都府京都府））））

浦富海岸浦富海岸浦富海岸浦富海岸 観音浦観音浦観音浦観音浦

鳥取砂丘鳥取砂丘鳥取砂丘鳥取砂丘

皆生海岸皆生海岸皆生海岸皆生海岸

岐久海岸岐久海岸岐久海岸岐久海岸

土井土井土井土井ヶヶヶヶ浜浜浜浜

琴琴琴琴ヶヶヶヶ浜海岸浜海岸浜海岸浜海岸（（（（鳴鳴鳴鳴きききき砂海岸砂海岸砂海岸砂海岸））））
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中国地方独自の地域資源を活用取組2

Ⅲー１
瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな自然環境や景観等の実現
（２）瀬戸内海をはじめとする自然・歴史・文化等の地域資源を活用した地域づくり

凡凡凡凡 例例例例

良好な街なみ環境
の整備区域

歴史、文化を活かし
たまちづくり区域

良好な歴史的環境
の保全・復元区域

■■■■良好良好良好良好なななな歴史的環境歴史的環境歴史的環境歴史的環境のののの保全保全保全保全・・・・復元復元復元復元

「萩往還」をはじめとする主要街道の
起点である唐樋札場跡を復原するとと
もに、歴史的風致維持向上施設の保存
修理を行う。

■■■■良好良好良好良好なななな街街街街なみなみなみなみ環境環境環境環境のののの整備整備整備整備

歴史的まちなみとなっている地区の電線地
中化、道路美装化、住宅の修景等を行う。

整備前 整備後

■■■■歴史歴史歴史歴史、、、、文化文化文化文化をををを活活活活かしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくり

歴史的なまちなみ景観の保全や既存
の建物を再生し、観光情報や交流の拠
点、資料館、物産館など、観光の拠点
づくりを行う。

中国地方に残された良好な歴史的、文化的なまちなみの保全・再生とともに、生活基盤の整備改善を行うことで、歴

史的な環境の継承、観光の拠点づくりを推進します。

良好なまち空間と水辺空間の推進取組1

【アウトカム指標】 かわまちづくり計画の策定によって、良好なまち空間と水辺空間形成の推進をはかることとした自治体

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ０（H19） → ４（H24)

親水歩道

水辺オープンカフェ

地域の景観、歴史、文化及び観光という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や

地元住民との連携のもとで良好なまち空間と水辺空間形成を目指します。

水辺のステージの利活用
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資源の循環的な利用取組

Ⅲー２ 良好な都市空間の形成
（１）静脈物流ネットワークの構築等による循環型社会の形成

【アウトカム指標】 廃棄物処理地に資する海面埋立処分場の整備率 ・・・・・・・・・・・・・・・ 79％（H19） → 94％（H２４）

循環型社会を形成に向け、廃棄物の発生量を抑制し、廃棄物を再使用、再利用する３Ｒ（リデュース、リ
ユース、リサイクル）の取り組みを進めるとともに、最終残渣は海面最終処分場の整備等により、廃棄物埋立
護岸の整備を推進します。

具体事例

宇部・小野田地区においては、背後圏より発生する廃棄物の最終処分場の確保に苦慮しており、内陸部にお
いて、長期的かつ安定的な処分場の確保が困難な状況にあります。一般廃棄物・産業廃棄物、また浚渫土砂の
受け入れ先としての廃棄物海面処分場の整備を推進します。

◆廃棄物埋立護岸整備事業 宇部港東見初地区（リサイクルポート）（山口県宇部市）

発生する一般廃棄物・産業廃棄物の処分が可能となり、地域の環
境保全に資するとともに、港湾整備事業を計画的に実施すること
が可能

〔具体的な施策例〕

廃棄物埋立護岸延長 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23.0ｋｍ（H19） → 26.9ｋｍ（H２４）
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完成イメージ

道路交通騒音や大気質など沿道環境の改善を図るために、自動車単体対策、バイパス整備や交差点改良等の
交通流対策、低騒音舗装の敷設や遮音壁の設置等の道路構造対策及び幹線道路の沿道にふさわしい土地利用の
転換など総合的な取組を関係機関と連携しながら進めます。

沿道環境の改善取組

Ⅲー２
良好な都市空間の形成
（２）地域の状況に応じた良好な道路環境の創出

◆一般国道２号 厚狭・埴生バイパス（山口県）

具体事例

国道２号 厚狭・埴生バイパス全線供用に伴い、交通量、騒音調査を行いました。調査の結果、沿線の夜間

騒音が地点№１では71.0dB→57.1dBに、地点№２では74.0dB→64.0dBに減少し、夜間要請限度を下回りました。

西広島バイパス都心部延伸部での
騒音低減施策

夜間騒音は大幅に減少（環境基準以下）

対策前

対策後

遮音壁

環境基準

要請限度

地点No.２

73.9 74.0
72.3

64.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

昼間 夜間

供用前 供用後

地点No.１

70.4 71.0

64.8

57.1

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

昼間 夜間

供用前 供用後

至広島

至下関
No1

No2

厚狭・埴生バイパス

一般国道

その他道路

高速道路

主要渋滞ポイント

調査地点

厚狭厚狭厚狭厚狭・・・・埴生埴生埴生埴生バイパスバイパスバイパスバイパス L=12.6km H20.1.26全線開通全線開通全線開通全線開通（（（（暫定暫定暫定暫定２２２２車線車線車線車線））））

埴生工区 L=5.2km 厚狭工区 L=7.4km
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都市の魅力再生取組1

【アウトカム指標】 景観計画に基づき取組を進める地域の数 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １1団体（H19） → 33団体（H24）

Ｈ19年度に引き続き、今後も市民、企業・観光関係者、学識経験者、行政（国・県・市）で構成する「水の
都ひろしま推進協議会」を中心として、市民・民間等からアイデアを募りながら、美しい都市空間の実現に向
けて賑わいの創出を図ります。

京橋川京橋川京橋川京橋川『『『『水辺水辺水辺水辺ののののオープンカフェオープンカフェオープンカフェオープンカフェ』』』』のののの利用状況利用状況利用状況利用状況

１１１１．．．．営業状況営業状況営業状況営業状況（（（（H17H17H17H17．．．．10101010月月月月～～～～HHHH20202020．．．．12121212月月月月））））

全店舗利用者数全店舗利用者数全店舗利用者数全店舗利用者数 約約約約175175175175,,,,000000000000人人人人

２２２２．．．．実施後実施後実施後実施後のののの歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量のののの変化変化変化変化

稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点でででで、、、、当該河岸緑地当該河岸緑地当該河岸緑地当該河岸緑地のののの南北南北南北南北のののの歩行者歩行者歩行者歩行者

通行量通行量通行量通行量ををををオープンカフェオープンカフェオープンカフェオープンカフェのののの開業前後開業前後開業前後開業前後でででで比較比較比較比較。。。。

京橋川京橋川京橋川京橋川『『『『水辺水辺水辺水辺ののののオープンカフェオープンカフェオープンカフェオープンカフェ』』』』のののの利用状況利用状況利用状況利用状況

１１１１．．．．営業状況営業状況営業状況営業状況（（（（H17H17H17H17．．．．10101010月月月月～～～～HHHH20202020．．．．12121212月月月月））））

全店舗利用者数全店舗利用者数全店舗利用者数全店舗利用者数 約約約約175175175175,,,,000000000000人人人人

２２２２．．．．実施後実施後実施後実施後のののの歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量のののの変化変化変化変化

稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点稲荷大橋西詰地点でででで、、、、当該河岸緑地当該河岸緑地当該河岸緑地当該河岸緑地のののの南北南北南北南北のののの歩行者歩行者歩行者歩行者

通行量通行量通行量通行量ををををオープンカフェオープンカフェオープンカフェオープンカフェのののの開業前後開業前後開業前後開業前後でででで比較比較比較比較。。。。

※※※※データデータデータデータ提供提供提供提供：：：：広島市広島市広島市広島市

具体事例２

オープンカフェオープンカフェオープンカフェオープンカフェ 平日平日平日平日（（（（7777時時時時～～～～22222222時時時時30303030分分分分）））） 日曜日日曜日日曜日日曜日（（（（7777時時時時～～～～22222222時時時時30303030分分分分））））

開業前開業前開業前開業前 185185185185人人人人〔〔〔〔H17.6/30H17.6/30H17.6/30H17.6/30調査調査調査調査〕〕〕〕 139139139139人人人人〔〔〔〔H17.7/17H17.7/17H17.7/17H17.7/17調査調査調査調査〕〕〕〕

↓↓↓↓ 約約約約1.71.71.71.7倍倍倍倍 ↓↓↓↓ 約約約約4.84.84.84.8倍倍倍倍

開業後開業後開業後開業後 309309309309人人人人〔〔〔〔HHHH20202020....10101010////9999調査調査調査調査〕〕〕〕 664664664664人人人人〔〔〔〔HHHH20202020....10101010////12121212調査調査調査調査〕〕〕〕

◆水の都「ひろしま」構想

潤いある魅力的なまちづくりを実現するため、都市における水と緑のネットワーク形成に資する公園緑地等
の整備や、市街地における建築物の緑化施策を推進します。

水の都にふさわしい安全でうるおいのある水辺
空間の整備や水辺を市民にとってより身近なも
のとする活動などを推進

具体事例１

◆交流拠点となる公園整備 西大寺南ふれあい公園（岡山市）

公園整備イメージ

西大寺南ふれあい公園は、市民の憩いと集いの場として、世代間交流やまちの賑わいを創出するとともに、
緑化や環境に関する体験学習を通して緑化意識の高揚を図ることができます。
また、災害時には避難地としても機能し、市民の生命を守ります。

○市街地に残る工場跡地を活用し、水と緑と花の豊かな風格あるまちの顔として岡山市が整備
○平成21年春開催の「第26回全国都市緑化おかやまフェア」の主会場としても活用された地域の

交流拠点
○地震災害時には、市民の避難地や延焼防止帯としても機能

計画区域

Ⅲー２
良好な都市空間の形成
（３）水・緑豊かで美しい都市空間の形成
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良好な住環境の形成取組2

山口県営下関・稗田団地は、建設から約40年経過した現在、狭小で老朽化した住宅が集積しており、公営住
宅の建て替えと全面的改善を組み合わせた複合的な手法で団地の整備をする事業です。その際、併せて公園や
集会所、及び、歩行者空間のネットワークの整備を行い、良好な住環境の形成に寄与する事業です。

◆公営住宅の整備 稗田団地（山口県地域住宅計画）（山口県下関市）

美しい都市空間と質の高い居住環境を一体的に実現するため、公営住宅等の公共賃貸住宅や住宅市街地の整
備を推進します。

安心して利用できる
住宅相談・住情報提供

生活道路
（密集住宅市街地等）

民間住宅の耐震改修

公営住宅の建替え

デイサービスセンター・
保育所等の整備

地域優良賃貸住宅 の整備

高齢者向け優良賃貸住宅等の整備

緑地の整備

筋交い

構造用
合板

まちなか居住の推進
(中心市街地活性化等)

広場の整備

具体事例

Ⅲー２
良好な都市空間の形成
（３）水・緑豊かで美しい都市空間の形成

完成イメージ整備イメージ
地区現況
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【地下道の様子】

主要な鉄道駅等を中心とする地区において、高齢者、身体障害者等に配慮した安全で快適な歩行空間を確保
するため、バリアフリー新法に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した歩行空間ネットワーク整備を進め、
少子高齢社会に対応した環境整備を推進します。

ユニバーサルデザインに配慮した快適に暮らせる環境を創出取組

建設から約30年が経過している袖師横断地下道は、スロープの縦断勾配が12％と急であり、高齢者、障害者
の方にとって利用しづらい状況です。

より安全・安心に歩行しやすい構造にするために、エレベーターを設置するものです。

Ⅲー３
少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現
●少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現

特定道路におけるバリアフリー化率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54％ （H19） → 75％ （H24）

園路及び広場がバリアフリー化された都市公園の箇所数の割合 ・・・・ 48％ （H19） → 50％ （H24）

◆一般国道９号袖師横断地下道整備（島根県松江市）

エレベーターエレベーターエレベーターエレベーター設置予定箇所設置予定箇所設置予定箇所設置予定箇所
至 出雲

至 安来

至 松江警察署

至 松江市街地

県立美術館
駐車場

地下道出入口①

地下道出入口②

地下道出入口③

地下道出入口⑤

既設横断地下道にエレベーターを設置し、誰もが安心
して通行できる歩行空間を確保

計画図

 

誰にでも使いやすいトイレ

官庁施設

公園

具体事例

【アウトカム指標】
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安全で快適な居住環境を創出取組

Ⅲー４

具体事例

中山間地域等において、安定した生活を維持するため生活道路の整備など、生活基盤の充実を図ります。ま
た、生活サービスの利便性の向上を図るため、あらゆる生活サービス機能と交通結節点が集約された施設整備
に取り組みます。

浜田駅周辺の空閑地を活用した医療センターの移設新築とあわせて行う、国道９号からのアクセス道路、
駅南北と医療施設を連結する自由通路等の生活基盤の整備により、島根県石見地方における医療の中核拠点
の形成を図ります。

◆中山間地等の居住環境の向上 浜田駅周辺地区（島根県浜田市）

完成イメージ

浜田医療センター

アクセス道路

自由通路・駅舎

都市再生整備計画の区域

交通広場

注：浜田医療センターは関連事業

JRJRJRJR浜田駅浜田駅浜田駅浜田駅

国道国道国道国道９９９９号号号号

日常生活圏中心への30分カバー率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 57％ （H19） → 58％ （H24）

第３次医療施設の60分カバー率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74％ （H19） → 76％ （H24）

中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実
●中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実

 

コミュニティバスや
乗合タクシーの運行

地域の状況に即した
道路整備

汚水を浄化する下水
処理場

【アウトカム指標】
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・地域の歴史や文化など国際的にアピールできる特長を活かし、外国人観光旅客の来訪の促進や中国地
方内外の広域的な連携による観光振興の促進を図る。
・国際旅客ターミナルの整備、既存空港の質的充実等を推進し、交流機能の充実・強化を図る。

・幹線道路等の交流基盤や物資の輸送のための基盤づくりを推進し、都市と中山間地域等の多様な交流
の拡大を図る。

第４節 交流・連携による一体的で活力のある地域づくり

・山陰と山陽、分散した都市間を結ぶ道路の整備等によるブロック内外の連携強化を図り、活力ある地域
社会を構築する。
・西瀬戸内海や豊後水道に面する西瀬戸地域においては、海を介した多様なネットワークの形成による四
国圏、九州圏との交流・連携機能の強化を図る。

都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生目標Ⅳ－１

（１）山陰と山陽及び分散した都市間等の連携強化

（２）都市間や都市と中山間地域等の多様な交流の拡大

広域観光の促進目標Ⅳ－２

●空港や港湾などの国際交流拠点機能の強化による広域観光の促進
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鳥取環状道路

倉敷福山道路

福山環状道路

福山本郷道路

草津沼田道路

広島西道路

東広島廿日市道路

山口宇部小野田連絡道路

石見空港道路

広島高速道路

岡山環状道路

活力ある地域社会を構築するため、山陰と山陽を結ぶ中国横断自動車道や日本海沿岸の主要都市を連絡する

山陰自動車道の整備、本州四国連絡道路等の活用を推進し、ＩＣまで短時間でアクセスできる地域の拡大、都

市間の所要時間の短縮による山陰と山陽の連携、隣接ブロック間の連携等のブロック内外の連携強化による一

体的な発展を図ります。

交流・連携の軸を創出取組

Ⅳー１
都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生
（１）山陰と山陽及び分散した都市間等の連携強化

整備計画※

計画区間

※高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路の事業中含む
※資料：中国地方整備局（平成２１年３月）

具体事例

規格の高い道路を使う割合 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13％ （H19） → 約２割増 （H24）

高速道路等ＩＣの30分カバー率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 72％ （H19） → 73％ （H24）

◆中国横断自動車道 尾道松江線

交流・連携の軸となる尾道松江線の整備により、山陽と山陰間や分散した都市間の所要時間が大幅に短縮さ

れることで、既存の高速道路利用も促進されるなど、地域間交流の活発化が期待されます。

尾道尾道尾道尾道尾道尾道尾道尾道

松江松江松江松江松江松江松江松江

供用区間（Ｈ１５．３）
三刀屋木次～宍道 L＝１２km

供用区間（Ｈ１５．３）
三刀屋木次～宍道 L＝１２km

供用区間（Ｈ１３．３）
宍道～松江玉造 L＝１４km

供用区間（Ｈ１３．３）
宍道～松江玉造 L＝１４km

施行命令区間（Ｈ９．１２）

吉田掛合～三刀屋木次 L＝１３km

施行命令区間（Ｈ９．１２）
吉田掛合～三刀屋木次 L＝１３km

施行命令区間（Ｈ１０．１２）
口和～吉田掛合 L＝３４km

施行命令区間（Ｈ１０．１２）

口和～吉田掛合 L＝３４km

施行命令区間（Ｈ９．１２）
吉舎～口和 L＝２４km

施行命令区間（Ｈ９．１２）
吉舎～口和 L＝２４km

施行命令区間（Ｈ１０．４）
甲山～吉舎 L＝２０km

施行命令区間（Ｈ１０．４）

甲山～吉舎 L＝２０km

着工区間（Ｈ１４．３）
尾道～甲山 L＝２０km

着工区間（Ｈ１４．３）
尾道～甲山 L＝２０km

新
直
轄
方
式

L=
約
11
1k
m

中
国
横
断
自
動
車
道
尾
道
松
江
線

L
=約

13
7
k
m

尾
道
自
動

車
道

松
江
自
動

車
道

三次JCT・IC

尾道ＪＣＴ～三刀屋木次ＩＣ間（約
111km）は、新直轄方式で整備中

尾道～松江間 の所要時間

３時間40分 →２時間25分

約１時間15分の
大幅な時間短縮

【アウトカム指標】
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都市と中山間地域をつなぎ、多様な交流を拡大

自立的・広域的な生活圏域を確立するため、生活圏の中心部と周辺部を連結する道路や公共施設等の拠点を

連結する道路について効率的に整備を進め、安定した交流基盤、生活基盤を確保します。

 

地域連携を強化する道路のイメージ 

取組

具体事例

◆江府三次道路 一般国道183号 鍵掛峠道路（鳥取県、広島県）

鍵掛峠道路の整備により、山陰・山陽の連携強化、地域交流と観光産業の活性化など地域間交流に寄与する
とともに、冬期交通における安全と定時制が確保されます。

路線バスは迂回できないため
積雪の度に大幅な遅れが発生

第３次医療施設の60分カバー率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74％ （H19） → 76％ （H24）

日常生活圏中心への30分カバー率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 57％ （H19） → 58％ （H24）

Ⅳー１
都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生
（２）都市間や都市と中山間地域等の多様な交流の拡大

すれ違うのも危険な状況
速度も低下し、定時制の確保は困難

【アウトカム指標】
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航空旅客数の増加に伴う大型機就航のニーズへの対応や冬季の積雪等の視界不良による欠航等への対応など
空港の利便性向上を図ります。

既存空港の機能の向上・充実取組

具体事例

〔具体的な施策例〕

大型ジェット機が離着陸可能な空港・・・・・・・・・・・・・・ ３箇所（広島空港、岡山空港、山口宇部空港）（H19）

→ ４箇所（広島空港、岡山空港、山口宇部空港、米子空港）（H２４）

滑走路を延長することにより、大型機の離着陸が可能となります

（イメージ図）

米子空港が滑走路延長した場合のイメージ

中型機

0ｍ 500ｍ 1,000ｍ 1,500ｍ 2,000ｍ

大型機

0ｍ 500ｍ 1,000ｍ 1,500ｍ 2,000ｍ 2,500ｍ

滑走路長

滑走路長

米子空港は東京便を中心に旅客数が順調に増加しており、今後の更なる航空需要の増加に伴い、大型機就航
のニーズが高まると考えられます。また、冬季の積雪等が原因で2,000ｍ滑走路では着陸できないために欠航も
しくは目的地変更が発生しています。そのため、大型機の就航を可能とし、冬季の欠航を減少させるため、滑
走路を2,500ｍに延長する事業を進めています。

◆滑走路延長 米子空港（鳥取県境港市）

●米子空港から世界へ
滑走路が2,500ｍになると、燃料を多く搭載した航空機の運航が可能となり、これまで東アジア地域までで

あったものが、オーストラリア、北米西海岸、東ヨーロッパなどへの直行運航が可能となります。

■国際化への対応
滑走路が2,500ｍになると、遠くの国へ乗り継ぎなし
で行けるようになります。

米子空港発着便の旅客数推移

0

100

200

300

400

500

600

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

年度

旅
客
数
（千
人
）

東京線 東京線以外の国内線 国際線

Ⅳー２
広域観光の促進
●空港や港湾などの国際交流拠点機能の強化による広域観光の促進
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第５節 横断的に取り組む目標

・高度経済成長期に整備した大量の社会資本ストックに対して適切な維持管理や管理の高度化など戦略
的な維持管理・更新等を推進・支援し、社会資本ストックの有効活用を行う。
・ボランティアやＮＰＯ団体等の様々な主体の参画により、新たな公を基軸とする地域づくり、地域ニーズに
対応した計画的な社会資本の維持管理や高度・有効利用を推進する。

・情報通信、医療、福祉、環境、バイオテクノロジー（生物工学）等の産業関連分野の育成やその技術を社
会資本に活用するための技術調達施策を推進する。
・産学官の連携を強化し、技術開発を推進する体制を充実させ、社会資本整備のコスト縮減や事業の迅
速化を図る。

社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用目標Ⅴ－１

（１）様々な主体との協働や戦略的な維持管理・更新等による社会資本の有効活用

第５節 横断的な取組

（２）産学官の技術連携の支援及び新技術・新工法の活用

・海運・鉄道へのモーダルシフト、グリーン庁舎の整備、住宅・建築物等の省エネ性能の向上等により、低
炭素型社会の形成を目指す。

地球環境問題への対応目標Ⅴ－２

●地球温暖化をはじめとする地球環境問題への対応
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構造物の健全度予測・点検を行い、維持修繕の最適な時期・規模など効率的な投資計画に応じて、計画的な
維持管理を行うアセットマネジメントを導入します。

増大する社会資本ストックへの対応取組1

Ⅴー１
社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用
（１）様々な主体との協働や戦略的な維持管理・更新等による社会資本の有効活用

  

これからの社会資本整備、または社会資本ストックの維持管理について、ＩＣＴ基盤を最大限に活用し、整
備や維持管理が高度化された社会の実現に取り組みます。

◆ＩＣＴを活用した高度な社会資本の維持・管理

◆アセットマネジメントの導入

ＩＣＴ等、ソフト施策との連携取組2

河川管理施設の長寿命化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ０％（H19） → 100％（H24）

道路橋の長寿命化修繕計画策定率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25％（H19） → 概ね100％（H24）

固有港湾施設の長寿命化計画策定率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ０％（H19） → 100％（H24）

◆ライフサイクルコストの重視

鋼
橋
に
か
か
る
費
用

耐候性鋼材の使用による、
ライフサイクルコストの削減

【アウトカム指標】
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道や河川等の維持管理の新たな取り組みとして、地域住民と連携し、ボランティアロード、ラブリバー制度
など様々な活動を実施します。

多様な主体との協働取組３

平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年１１１１１１１１月末現在月末現在月末現在月末現在でででで
２９４２９４２９４２９４団体団体団体団体１２１２１２１２，，，，０８４０８４０８４０８４人人人人がががが活動活動活動活動していますしていますしていますしています!!!!

平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年１１１１１１１１月末現在月末現在月末現在月末現在でででで平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年１１１１１１１１月末現在月末現在月末現在月末現在でででで
２９４２９４２９４２９４団体団体団体団体１２１２１２１２，，，，０８４０８４０８４０８４人人人人がががが活動活動活動活動していますしていますしていますしています２９４２９４２９４２９４団体団体団体団体１２１２１２１２，，，，０８４０８４０８４０８４人人人人がががが活動活動活動活動していますしていますしていますしています!!!!!!!!
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参加人数団体数 ボランティア・ロード参加団体数・参加人数推移

VSP団体数

VSP参加人数

　　協力者

　市町村
・収集ゴミの回収・処理

　　実施団体

住民グループ等
・清掃活動
・植栽等の管理
・その他

　　管理者

　国土交通省
・用具の支給
・サインボードの設置
・安全指導
・事務局

益田市横田第一自治会

横田花・花会
益田市須子自治会

あいの広場

◆水辺EN組プログラム◆ボランティア・ロード

既存の高速道路の有効活用や地域経済の活性化を推進するため、建設・管理コストの削減が可能なスマート
ＩＣ（ＥＴＣ専用ＩＣ）の整備を進めます。

既存の社会資本ストックの有効活用取組４

▼大佐スマートＩＣ ▼加計スマートＩＣ

Ⅴー１
社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用
（１）様々な主体との協働や戦略的な維持管理・更新等による社会資本の有効活用

▼スマートＩＣゲート ▼スマートＩＣ ＳＡ・ＰＡ接続イメージ
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Ⅴー１
社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用
（２）産学官の技術連携の支援及び新技術・新工法の活用

新技術・新工法活用の支援体制づくりを支援取組

経済活力を取り戻し、雇用機会を創出するために、成長が期待される情報通信、医療、福祉、環境、バイオテクノロ
ジー（生物工学）等の産業関連分野の育成やその技術を国土管理に活用するための産学官の連携を強化し、新たな
産業拠点の整備を基盤整備等により積極的に支援します。
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港湾物流の効率化による温室効果ガス削減の推進

港湾施設整備により削減されるＣＯ２排出量 ・・・・・・・・・・・・・・ ０（H19） → 約12千トン/年（H24）

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する官庁施設の数 ・・・・ ３箇所（H19） → 15箇所（H24）

Ⅴー２
地球環境問題への対応
●地球温暖化をはじめとする地球環境問題への対応

取組1

「京都議定書目標達成計画」、「低炭素社会の構築に向けた行動計画」等を踏まえ、国の合同庁舎に太陽光
発電の導入や屋上緑化を推進し、建築分野における環境負荷低減に率先して取り組みます。

【グリーン庁舎のイメージ】

グリーン庁舎とは、「環境基本法」の基本理念に則り、建物の計画から建設、運用、廃棄に至るまでの、ライフサイクルを通した環境負荷

の低減に配慮し、我が国の建築分野における環境保全対策の模範となる官庁施設をいいます。

太陽光発電の導入や屋上緑化の推進による環境負荷低減取組2

緑化の推進

・屋上の緑化

自然エネルギーの利用

・太陽光発電の導入

環境負担の小さい海上輸送等の活用や臨港道路整備等によって、物流に起因する温室効果ガスの削減を推進
します。

吸収源創出吸収源創出吸収源創出吸収源創出

港湾緑地等の整備により二酸化炭
素を削減します。

モーダルシフトモーダルシフトモーダルシフトモーダルシフト

温室効果ガス排出の少ない内航船による
輸送により排出ガスを削減します。

渋滞緩和渋滞緩和渋滞緩和渋滞緩和

港湾に結節する臨港道路の整備により港周
辺の渋滞等を緩和し排出ガスを削減します。

内航フィーダーへのシフト

港湾車両の通行が困難

【アウトカム指標】
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第１節 事業評価の厳格な実施

平成13年１月の中央省庁再編とあわせて、政策

評価制度が本格的に導入されました。さらに、平

成14年４月からは、「行政機関が行う政策の評価

に関する法律（行政評価法）」に基づき、法律上

で明確に定められた国の責任として、各府省が

所掌する政策について自ら評価を行うことを基本

とした「政策評価」を実施することとなりました。

このような制度により、必要性等を確認しながら

事業を実施し、事業の効果や進捗の見込めない

事業については中止することにより、効率的で効

果的な公共事業を推進します。

■事業の再評価制度のしくみ

事業の評価においては、事業の実施方法が妥当であったか、そして今後どのように事業を実

施すべきかを事業の進捗状況、必要性、及び効率性などの観点を踏まえて、事業を進める各

過程において総合的に評価しています。

■事業の流れと再評価内容について

※事業評価は平成14年度まで試行、平成15年度より本格導入

これまでの委員会審議結果（中国地方整備局）

第５章 主要事業・施策の効果的な進め方

中国地方整備局及び５県２政令市においては、事業評価監視委員会を設け、事業実施中の
再評価等各段階における評価を実施し、結果を発表しています。

今後も新規事業採択時から事業完了後までの各段階において、最新のデータ等を用いて、
厳格な評価を実施するとともに、評価結果の公表によって透明性を確保します。

中国地方において、社会資本整備事業の重点的、効果的かつ効率的な実施に向けて、次の

ような取組を進めていきます。

再評価 事後評価※

平成10年度 12 - 5 全事業継続

平成11年度 5 4 2 全事業継続

平成12年度 12 4 2 道路２事業中止

平成13年度 6 4 2 全事業継続

平成14年度 18 3 4 ダム１事業中止

平成15年度 27 5 4 全事業継続

平成16年度 5 4 2 全事業継続

平成17年度 13 5 3 全事業継続

平成18年度 8 13 3 全事業継続

平成19年度 19 6 4 全事業継続

平成20年度 32 3 5 道路１事業再審議

再 評 価
審議結果

審 議 件 数
審議回数
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第２節 公共事業コスト構造改善の推進

■平成19年度 公共工事コスト縮減実績

工事コスト 

低減施策 

旧計画(H9～H11年度) 

(旧中国地方建設局) 

新     計     画 

 コスト構造改革 

数値目標 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 
平成19年度 

数値目標 
H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

工事コスト低減

施策の合計 
10％以上 10.2％ 

9.8％ 

(214億円) 

11.6％ 

(237億円) 

11.6％ 

(237億円) 
15％以上 

5.1％ 

(88億円) 

5.5％ 

(85億円) 

9.2％ 

(126億円) 

10.9％ 

(216億円) 

12.7％ 

(310億円) 

表－２ 経年コスト縮減額

表－３ コスト縮減額及び調達の最適化による改善額

表－１ 平成19年度公共工事コスト縮減実績 （ ）内は縮減額

注１） 表  １ コスト縮減率＝
当該年度発注工事の縮減額の合計

当該年度発注工事の全体工事費の合計＋当該年度発注工事の縮減額の合計
 

注２） 当該年度の発注工事の全体工事費の合計＝1,872億円

注３） H19の建設資材、建設機械の価格変動が建設工事の縮減に与える効果を考慮（＝－1.7％）

①平成14年度と比較した平成１９年度の総合コスト縮減実績（平成８年度と比較した平成14年
度の総合コスト縮減実績）を表－１及び表―２に示します。

②改善額：調達の最適化による改善を図ったものであり、総合評価落札方式による技術力重視
の調達方式の採用によって得られた効果を金額に換算したものです。316億円の改善を図り

ました。(表―３)

公共事業コスト構造改善の推進に努めており、中国地方整備局においては、平成15年度より
進めてきた“総合的なコスト縮減”の取組に加え、平成20年度からは、新たに、民間企業の技術
革新や調達の効率化によるコスト構造の改善、施設の長寿命化によるライフサイクルコスト構造
の改善、工事に伴う環境負荷低減等社会的コスト構造の改善の効果も評価する「コスト構造改
善」の取組を促進し、平成24年度までに、平成19年度と比べて15％の“総合的なコスト構造改
善”を達成することとします。

126億円

216億円

310億円

36億円
47億円

316億円

0億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

300億円

350億円

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

改善額＋縮減額

＝626億円

コスト縮減額 調達の最適化による改善額

※ “H14=0(基準)”とした場合の縮減率
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■中国地方におけるコスト縮減の事例

①ＰＣポータルラーメン橋の採用によりコスト縮減

工事名：浜田・三隅道路中道跨道橋下部工事

概 要：従来工法（逆Ｔ式橋台＋桁橋）から、新工法（ＰＣポータルラーメン橋）へ変更

②構造物撤去で発生したコンクリート殻の再利用によるコスト縮減

工事名：佐波川峪堰撤去工事

概 要：従来のコンクリート殻処理とコンクリート根固工法から袋型根固工法への変更により、

工期の短縮とコストを縮減

約9.8百万円縮減

従来工法 縮減工法

現場製作→運搬→設置
製作、仮置ヤードを、別途用意する
必要があり、現場条件的に厳しい。

殻投入→運搬→設置
殻を投入するだけなので製作が容易、
工期短縮が図れる。

根固めブロックを使用 袋型根固を使用

18百万円縮減

③現地土砂を用いた砂防ソイルセメント工法によるコスト縮減

工事名：広島西部山系上原２号砂防堰堤工事

概 要：従来工法（普通コンクリート＋型枠）から砂防ソイルセメント工法に変更

ｺﾝｸﾘｰﾄ

砂防ｿｲﾙセメント

現地発生材の利用

（従来工法）導流堤断面図 （新工法：砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ工法による基礎部の置
換）堰堤断面図

建設発生土 セメントと攪拌

砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ工法の施工手順例

砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ工法使用例（ｲﾒｰｼﾞ図）

掘削
ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ

残土処理

掘削

ソイルセメント
として活用

30百万円縮減

※袋型根固工法：合成繊維の袋材に砕石等の中詰材を詰めて
河川の洗掘防止等に用いる工法

※砂防ソイルセメント工法：現地発生土砂とセメントを混合して構造物を構築する工法
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⑤１.５車線的整備

工事名：鳥取県 (一)河内槇原線
概 要：該当区域は急峻な地形のため、通行不能区間となっており、鳥取市河内からは、

１路線しか他地域へ通じる道路が無く、防災上の観点から急速に整備が必要
→１.５車線道路計画によりコスト縮減、工期短縮

【当初計画(２車線整備済箇所)】

〈当初計画〉

２車線改良(3,000m)

【計画見直し後(１.５車線整備中箇所)】

〈計画見直し後〉

２車線改良(340m),１車線及び待非難所整備(2,660m)

約26.2億円

約18.7億円

当初計画

見直し後

約26.2億円

約18.7億円

当初計画

見直し後

約30％縮減約30％縮減

・３年の工期短縮
（H20年代後半完成予定
→H20年代前半完成予定）

・約８億円縮減

④工程管理により早期供用を実現

工事名：山陰道（名和・淀江道路）

概 要：名和・淀江道路は大半が盛土区間であり、鳥取県の事業から盛土材の提供

により早期に工事進捗が図られ、当初平成20年３月供用予定だったが、平成

19年９月の早期供用を実現

渋滞ポイント

渋滞長の変化
国道９号 名和・淀江道路部分供用前(H16.7)                                国道９号 名和・淀江道路部分供用後(H19.10)

至 鳥取

至 松江

至 松江

至 鳥取

鳥取県西伯郡
大山町名和

鳥取県西伯郡
大山町平木鳥取県西伯郡

大山町安原

⑥インターチェンジの簡素化

概 要：高規格幹線道路等のインターチェンジについて、交通の実情に合わせた構造の

簡素化などにより、コスト縮減を図ります。

事業の効果が早期に発現
（事業便益の早期発現による効果：277百万円）

約４億円縮減
※浜田・三隅道路路線全体

■簡易型ＩＣの採用事例（一般国道９号 浜田・三隅道路）

一般国道９号浜田・三隅道路お
よび、一般国道９号仁摩・温泉津
道路は、インターチェンジの構造の
簡略化を検討し、平面Ｙ型ＩＣを採
用しました。

■平面Ｙ型ＩＣの採用

西村ＩＣ(仮称）
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第３節 公共調達の改革

■中国ブロック発注者協議会の開催

①公共調達の改革
価値の高い良質な社会資本を国民に提供するため、価格と品質が総合的に優れた調達を実

現する「総合評価落札方式」を中国地方整備局だけでなく５県２政令市など管内全ての公共工
事発注機関において一層拡充するとともに「入札ボンド」の活用等による不良不適格業者の排
除の徹底等を行いつつ、「一般競争入札方式」の積極的な活用を図ります。

さらに、極端な低価格受注は、公共工事の品質確保に支障を生じさせかねないことから、入札
の競争性を確保しつつそのような受注を排除するため、総合評価落札方式の適切な運用や低
入札価格調査の厳格な実施等を図ります。
②新しい建設生産システムの構築

発注者・設計者・施工者間の情報共有、施工プロセスを通じた検査の実施、工事成績評定の
充実及び企業の技術力を重視した格付制度・入札参加要件の運用を図ります。

平成17年４月に「品確法」が制定され、公共工事の品質確保は、国のみならず、地方自
治体、特殊法人等を含むあらゆる公共工事の発注者全体の責務となりました。

しかし、地方公共団体においては、総合評価方式や低入札価格調査制度の導入等、品
質確保の取組が遅れていることや不良不適格業者の存在、地元優良企業の淘汰、下請企
業へのしわ寄せといった課題が指摘され、公共工事の品質確保に懸念が生じています。

平成20年３月28日の「公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議」申し合
わせにより、公共工事の発注者間の連絡調整を図るため、中国地方の全ての発注機関に
おいて、総合評価方式の導入拡大、品質確保に関する取組の情報共有・促進等を図ること
を目的に平成20年10月９日に協議会を設立しました。

協議会開催状況

①総合評価方式の導入・拡大について（業務含む）

②品質確保に関する取組の情報共有・促進等

③地域貢献に関する評価の普及促進

④受発注者間における適正な関係の構築 等

◇協議会の主な活動内容

各県協議会各県協議会各県協議会各県協議会
・各事務所
・出先機関
・市町村等

（協議会・WG）

①国の地方支分局
・中国管区警察局、中国財務局、広島国税局、中国地方整備局、中国運輸局、

第６管区海上保安本部、中国四国農政局、近畿中国森林管理局、中国経済産業局、
中国四国地方環境事務所、中国四国防衛局、広島高等裁判所

②地方公共団体（各県については農政・土木の両部局）
・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、岡山市、広島市・鳥取市、松江市、

三原市、山口市

③特殊法人等の支社等
・西日本高速（株）、本四高速（株）、（独）人形峠環境技術センター

（独）森林農地整備センター、広島高速道路公社

中国中国中国中国ブロックブロックブロックブロック発注者協議会参画機関発注者協議会参画機関発注者協議会参画機関発注者協議会参画機関（（（（28機関機関機関機関）））） 委員会委員会委員会委員会・・・・幹事会幹事会幹事会幹事会でででで構成構成構成構成

◇組織体制（全28機関）

連携

上記上記上記上記のほかのほかのほかのほか、、、、平成平成平成平成21212121年度年度年度年度のののの公共事業執行公共事業執行公共事業執行公共事業執行におけるにおけるにおけるにおける過去最大級過去最大級過去最大級過去最大級のののの前倒前倒前倒前倒しししし発注発注発注発注やややや
地域建設業対策地域建設業対策地域建設業対策地域建設業対策についてについてについてについて検討検討検討検討していますしていますしていますしています。。。。

平成21年4月に中国管内全ての公共工事発注機
関の「総合評価方式における実施目標の設定及び
達成度」をホームページで公表。

◇協議会の主な成果
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事業のプロセスを明確にして数値目標を設定した業績計画書を作成し、事業を実施した後、
達成度報告書で事業の評価を行い、得られた知見をまた次の施策や事業へ反映するための、
成果をより効果的・効率的かつ透明性の高い道路事業に転換する、成果志向の道路行政マネ
ジメントを平成15年度から毎年度実施しています。

第４節 事業相互間の連携の確保 （事業の進捗管理含む）

■道路事業におけるＰＭ（プロジェクトマネジメント）

■鉄道駅等交通結節点の機能強化

ＪＲ可部線の可部駅では、中国地方整備局と広島市が連携し、国道と駅前広場の一体的整備
を進め、平成18年度には、駐輪場を除いた箇所の整備が完了しました。
なお、整備にあたっては、地元まちづくりの会等と連携するとともに、ユニバーサルデザインに
配慮した施設整備を進めました。

①交通結節点改善事業 可部駅西口地区（広島市）

ＪＲ可部駅ＪＲ可部駅

至

広
島

至

松
江

広島県広島県広島県広島県

当該箇所

広島県広島県広島県広島県

当該箇所

54545454

至松江

至広島

【期待される整備効果】
バス乗降場等の整備により、鉄道とバス等の乗り継ぎ利便性・
安全性が向上されます。また、バス乗降場を駅前広場内に移設す
ることにより、一般国道54号の交通の円滑化が図られます。

呉港阿賀マリノポリス地区において、広島中央テクノポリス地区から発生する貨物を建設中の
東広島呉自動車道経由で海上輸送に接続させ、効率的に輸送するための複合一貫輸送ター
ミナルの整備を進めています。岸壁の完成に伴い増大する大型車（トレーラー）の通行ルートを
住宅地から分離させ、生活の安全を確保するとともに、港湾貨物の輸送時間短縮、輸送コスト
の縮減を図るため、アクセス道路であるマリノ大橋（仮称）の整備を推進します。

②臨港道路整備事業 呉港阿賀地区（広島県呉市）

【期待される整備効果】
陸上輸送から海陸複合一貫輸送へのシフト
による物流コスト削減及び大型車の輸送路確
保による物流の効率化、利便性の向上が図ら
れます。また、阿賀マリノポリス地区は震災
時における物流、防災拠点へのアクセス道路
としての重要な機能も期待されます。

国土交通省所管の施策と民間やＮＰＯを含むその他の施策を総合的に展開していきます。
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第５節 地域住民等の理解と協力の確保

①地域社会との交流・信頼関係の向上

②住民参加の促進、社会実験等の取組

■出前講座や総合学習支援の実施

■玉造温泉街にぎわい歩行空間 社会実験（島根県松江市）

一方通行化や車両通行止めによる周辺交通への大きな影響は生
じなかったものの、商業者からは売上の悪影響を懸念する意見
が示されました。また、イメージハンプによる車両速度低減効
果が確認されました。

玉造温泉街の中心通りにおいて、一方通行化および車両通行規制
と立体ハンプ・狭さくイメージ歩道を設置するとともに、街の賑わい創
出活動（イベント等）を行い、その有効性や課題について検証しました。

イメージハンプの設置状況

イメージ歩道の設置状況

公共事業を進める上で地域住民の理解と協力そして信頼を得ることは不可欠であることから、
事業の構想・計画段階、実施段階、管理のそれぞれの段階において、地域住民との対話を重
視し、より一層コミュニケーションを図っていきます。

また、ホームページ等により事業の進捗状況等各種情報を提供するとともに、住民からの多様
化するニーズの把握、施策及び事業に対する意見の聴取等、更なるアカウンタビリティ向上を
目指します。

実験内容：
（１）一方通行規制及び車両通行止めの実施
（２）速度抑制対策の実施
（３）街の賑わい創出活動（イベント等）の実施

実施期間 ：平成17年10月５日(水)～10月11日(火)

31

102

106

135

167

119

130

183

154

集計中

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

出前講座実績出前講座実績出前講座実績出前講座実績 （件）

◆出前講座実績

第６節 民間資金・能力の活用

県営坂地区住宅整備事業 【広島県】
広島県と坂町では，安芸郡坂町平成ヶ浜の

県営住宅用地に，「民間資金等の活用による
公共施設等の整備等の促進に関する法律（Ｐ
ＦＩ法）」に基づき県営住宅及び町営住宅を整
備するとともに，保育所も併せて一体的に整備
し，子供と子育てにやさしい住環境を備えた住
宅団地を整備することとします。

■ＰＦＩ手法の活用

厳しい財政状況の下で必要とされる社会資本整備を推進していくため、幅広い分野でのＰＦＩ
事業の実現に向け、努力します。
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アウトカム指標 

目標 項 目 現状の値 

（H19年度） 

目標値 

（H24年度） 

指標の解説 

Ⅰ 競争力のある地域経済社会の再構築 

港湾による輸出入貨物の輸送コスト

削減率 
０％ 約20％ 

H20～24 に供用する港湾施設（岸壁、航路等）で取り扱われる輸出入貨物の輸

送コスト削減率（H19を基準に削減率を算定） 
Ⅰ－１ 

港湾関連手続のシングルウィンドウ

化率 
０％ 100％ 

重要港湾管理者のうち、統一モデル様式を採用し、府省共通ポータルから受け

付け可能となった港湾の割合 

規格の高い道路を使う割合 13％ 約２割増 全道路の走行台キロに占める自動車専用道路等の走行台キロの割合 

高速道路等ＩＣの30 分カバー率 72％ 73％ 
高規格幹線道路等のインターチェンジに 30 分以内に到達可能な地域の面積の

割合 
Ⅰ－２ 

拠点的な空港・港湾の高速 IC への

アクセス率 
38％ 50％ 

高規格幹線道路等のインターチェンジから 10 分以内のアクセスが可能な主要

な空港・港湾の割合 

Ⅰ－３－(２) 渋滞による損失時間 
約269万人時

間／年 
約1割削減 

中国地方の主要な道路における渋滞が無い場合の所要時間と実際の所要時間の

差 

Ⅱ 安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり 

洪水による氾濫から守られる区域

の割合 
56％ 61％ 直轄・補助の河川・ダム・砂防事業によって氾濫から守られる区域の割合 

土砂災害から保全される人口 約42万人 約45万人 
砂防事業によって土砂災害(土石流・地すべり・がけ崩れ)から保全される人口

(万人) 

土砂災害から保全される人命保全

上重要な施設数 
約220施設 約310施設 

24時間災害時要援護者が滞在する施設・防災拠点・近傍に避難場所が無く地域

の拠点となる避難場所のうち土砂災害対策のなされた施設数 

津波高潮による災害から一定の水

準の安全性が確保されていない地

域の面積 

約17,000ha 約15,200ha 
中国地方の海岸で発生すると想定される津波・高潮に対し、防護が不十分な海

岸における背後地域の浸水想定面積 

侵食海岸において現状の汀線防護

が完了されていない割合 
約29％ 約23％ 

侵食対策が必要な延長のうち、海岸保全施設の整備が完了していない延長の割

合 

下水道による都市浸水対策達成率 約48％ 約51％ 
雨水対策整備対象区域面積のうち、公共下水道等による雨水対策が完了してい

る区域の面積の割合（％） 

重点的な投資により浸水被害の解

消を図る戸数 
約2,900戸 約4,700戸 

重点的投資を行う治水対策事業区間において、一定の規模の洪水(高潮)から防

御される戸数 

Ⅱ－１－(１) 

河川堤防質的整備の優先対策区間

における対策済み区間の割合 
約24％ 100％ 

詳細点検の結果、特に安全度が低くかつ被災履歴のある箇所における対策済み

区間の割合（％） 

港湾による緊急物資供給可能人口 約53万人 約70万人 
整備が完了した耐震強化岸壁の背後圏から算定した震災時の緊急物資供給可能

人口 
Ⅱ－１－(２) 

要防災対策箇所対策率 13％ 54％ 中国地方における要防災対策箇所や事前通行規制区間への対策率 

洪水 19％ 100％ 
浸水想定区域内市町村のうち、洪水ハザードマップを作成・公表し、かつ洪水

ハザードマップを活用した防災訓練を実施した市町村の割合(％) 

内水 約０％ 100％ 
平成９年度以降床上浸水被害等が発生した地区を有する市町村のうち、内水ハ

ザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合（％） 

土砂 46％ 100％ 
土砂災害危険箇所を有する市町村のうち、ハザードマップを作成・公表し、か

つハザードマップを活用した防災訓練を実施した市町村の割合(％) 

ハザードマップを

作成・公表し、防

災訓練等を実施し

た市町村の割合 

津波・高潮 約５割 約７割 
重要沿岸域またはゼロメートル地帯を有する市町村のうち、津波・高潮ハザー

ドマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合(％） 

Ⅱ－２ 

土砂災害特別警戒区域指定率 約20％ 約80％ 
土砂災害危険箇所が存在する市町村のうち、土砂災害特別警戒区域の指定を行

った市町村の割合（％） 

   第６章 アウトカム指標の一覧と解説 

事業の達成度を示すアウトカム（政策目標）指標を設定しました。直接的なアウトプットよりも、主要事業・主要施策に

よって国民の生活がどうかわるかなどが、わかりやすく示すことができるアウトカム指標として示しています。 
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アウトカム指標 

目標 項 目 現状の値 

（H19年度） 

目標値 

（H24年度） 

指標の解説 

Ⅱ－３ 
新たな水道用水・工業用水の確保

量 
- １日約12万ﾄﾝ 多目的ダムにより、新たに開発される1日あたりの水道用水・工業用水量 

Ⅱ－４ 道路交通における死傷事故率 87件/億台km 約1割削減 １万台の自動車が１万キロ走行する間に発生する可能性のある死傷事故件数 

Ⅲ 多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造 

下水道処理人口普及率 約58％ 約65％ 総人口に対して、下水道を利用できる人口の割合 

Ⅲ－１－(１) 失われた自然の水辺のうち、回復

可能な干潟の中で再生した水辺の

割合 （港湾関連分のみで湿地を含

まない） 

21％ 34％ 
過去の開発等により失われた良好な自然環境である湿地、干潟の中で回復可能

なもの（湿地3,000ha、干潟4,000ha）のうち、復元・再生する割合 

Ⅲ－１－(２) 

かわまちづくり計画により、良好な

まち空間と水辺空間形成の推進を

図ることとした自治体数 

０ ４ 
かわまちづくり計画の策定によって、良好なまち空間と水辺空間形成の推進を

はかることとした自治体 

Ⅲ－２－(１) 
廃棄物処分地に資する海面埋立処

分場の整備率 
79％ 94％ 

できる限り減量化された浚渫土砂や一般廃棄物、産業廃棄物について、内陸部

での最終処分場の確保が困難な廃棄物を受入れるために必要な海面埋立処分

場の整備率 

Ⅲ－２－(３) 
景観計画に基づき取組を進める地

域の数 
11団体 33団体 

景観法第８条第１項に基づき良好な景観の形成に関する計画を策定した市町村

数 

特定道路におけるバリアフリー化率 54％ 75％ 
主要な旅客施設や官公庁施設等の周辺の主な道路のうち、バリアフリー化され

ている道路延長の割合 
Ⅲ－３ 

園路及び広場がバリアフリー化され

た都市公園の箇所数の割合 
48％ 50％ 

都市公園の出入口・駐車場と主要な施設との経路となる園路及び広場について、

バリアフリー新法に基づく移動等円滑化基準を満たす都市公園の割合 

日常生活圏中心への30分カバー率 57％ 58％ 日常生活における中心都市に30分以内に到達可能な地域の面積 

Ⅲ－４ 

第３次医療施設の60 分カバー率 74％ 76％ 第３次医療施設に60分以内で到達可能な地域の面積 

Ⅳ 交流・連携による一体的で活力のある地域づくり 

規格の高い道路を使う割合 13％ 約２割増 全道路の走行台キロに占める自動車専用道路等の走行台キロの割合 

Ⅳ－１－(１) 

高速道路等IC の30 分カバー率 72％ 73％ 
高規格幹線道路等のインターチェンジに 30 分以内に到達可能な地域の面積の

割合 

第３次医療施設の60 分カバー率 74％ 76％ 第３次医療施設に60分以内で到達可能な地域の面積 

Ⅳ－１－(２) 

日常生活圏中心への30分カバー率 57％ 58％ 日常生活における中心都市に30分以内に到達可能な地域の面積 

Ⅴ 横断的な取組 

河川管理施設の長寿命化率 ０％ 100％ 
耐用年数をむかえる主な河川管理施設（ダム、堰、水門、排水機場、樋門、Ｃ

ＣＴＶカメラ等）のうち、劣化度診断等を実施し、長寿命化が図られた施設の

割合。 

道路橋の長寿命化修繕計画策定率 25％ 概ね100％ 中国地方で長寿命化修繕計画を策定する橋梁数 
Ⅴ－１－(１) 

港湾施設の長寿命化計画策定率 ０％ 100％ 水深7.5m以上の係留施設について、長寿命化計画を策定した施設の割合 

港湾施設整備により削減されるＣＯ２

排出量 
０ 約12千ﾄﾝ/年 

H19～H24 に供用する多目的国際ターミナル、臨港道路等によって削減される 

CO2排出量 
Ⅴ－２ 

太陽光発電の導入や建物の緑化を

整備する官庁施設の数 
３か所 15か所 

国の合同庁舎のうち、太陽光発電の導入または、建物の緑化の整備をする施設

の数 
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次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅰ 競争力のある地域経済社会の再構築 

Ⅰ－１ 東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化 

  ●東アジア等との競争・連携による国際競争力の強化 

○海上輸送の効率化 

多目的国際ターミナル整備事業 水島港玉島地区【岡山県倉敷市】 事業推進 

多目的国際ターミナル整備事業 福山港箕沖地区【広島県福山市】 平成22 年度完成 

多目的国際ターミナル整備事業 尾道糸崎港機織地区【広島県福山市】 事業推進 

多目的国際ターミナル整備事業 岩国港室の木地区【山口県岩国市】 事業推進 

多目的国際ターミナル整備事業 徳山下松港新南陽地区【山口県周南市】 事業推進 

航路整備事業 水島港玉島地区【岡山県倉敷市】 平成21 年度完成 

航路整備事業 宇部港本港地区【山口県宇部市】 事業推進 

 

 

臨海部産業エリア形成の推進 徳山下松港【山口県周南市】 平成23 年度完成 

Ⅰ－２ 国内交通ネットワークの強化 

  ●高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興 

○人・モノの効率的な移動の支援 

山陰自動車道（斐川～出雲）【島根県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（佐用～大原）【岡山県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（大原～西粟倉）【岡山県】 事業推進 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（智頭～河原）【鳥取県】 平成20 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（河原～鳥取）【鳥取県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 尾道松江線（尾道～甲山）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（甲山～吉舎）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉舎～三次）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（三次～吉田掛合）【島根県、広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉田掛合～三刀屋木次）【島根県】 事業推進 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道9 号 駟馳山バイパス【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道178 号 岩美道路【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道181 号 江府道路【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道183 号 鍵掛峠道路【鳥取県、広島県】 事業推進 

地域高規格道路 境港出雲道路 一般国道9 号 出雲バイパス【島根県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山西バイパス（西長瀬～北長瀬）【岡山市】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山西バイパス（北長瀬～楢津）【岡山市】 事業推進 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山環状南道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 空港津山道路 一般国道53 号 岡山北バイパス【岡山市】 事業推進 

地域高規格道路 空港津山道路 一般国道53 号 津山南道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 倉敷立体【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 玉島・笠岡道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 玉島・笠岡道路（Ⅱ期）【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 笠岡バイパス【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 福山道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 松永道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 福山本郷道路 一般国道2 号 木原道路【広島県】 事業推進 

 

 

地域高規格道路 福山本郷道路 一般国道2 号 三原バイパス【広島県】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅰ－２ 国内交通ネットワークの強化 

  ●高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 安芸バイパス【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス（中野～瀬野西）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス（海田東～海田西）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（出島）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（光南）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（光南～商工センター）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島西道路 一般国道2 号 西広島バイパス（廿日市高架）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 岩国大竹道路 一般国道2 号 岩国・大竹道路【広島県、山口県】 事業推進 

地域高規格道路 下関西道路 一般国道191 号 下関北バイパス【山口県】 事業推進 

地域高規格道路 北条湯原道路 一般国道313 号 倉吉道路【鳥取県】 平成24 年度完成 

地域高規格道路 北条湯原道路 一般国道313 号（倉吉～関金）【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島高田道路 一般国道375 号 東広島道路（東広島JCT～溝口）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島高田道路 一般国道375 号 東広島道路（溝口～郷）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島中央フライトロード 主要地方道 本郷大和線【広島県】 平成22 年度完成 

地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路 一般県道 妻崎開作小野田線【山口県】 事業推進 

地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路 主要地方道 山口宇部線【山口県】 平成22 年度完成 

地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路 主要地方道 山口宇部線（小郡ＪＣＴ）【山口県】 事業推進 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速2 号線（県道府中仁保道路）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速3 号線（市道広島南道路）(宇品～吉島)【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速3 号線（市道広島南道路）(吉島～観音)【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速5 号線（県道温品二葉の里線）【広島県】 平成24 年度完成 

一般国道2 号 戸田拡幅【山口県】 事業推進 

一般国道2 号 下関拡幅（山の谷交差点立体）【山口県】 平成21 年度完成 

一般国道2 号 西条バイパス（現道拡幅部）【広島県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 鳥取西道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅱ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅲ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 東伯・中山道路【鳥取県】  事業推進 

一般国道9 号 中山・名和道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 名和・淀江道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 松江道路【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 出雲・湖陵道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 多伎・朝山道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 朝山・大田道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 静間・仁摩道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 仁摩・温泉津道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（浜田西～西村）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（西村～三隅）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 益田道路（遠田～久城）【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 益田道路（久城～高津）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 小郡改良【山口県】  事業推進 

 

 

一般国道29 号 津ノ井バイパス（鳥取ＩＣアクセス、吉成立体）【鳥取県】 平成21 年度完成 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅰ－２ 国内交通ネットワークの強化 

  ●高速交通ネットワーク及び空港・港湾へのアクセス強化による産業の振興 

一般国道180 号 総社・一宮バイパス【岡山県】  事業推進 

一般国道185 号 休山改良【広島県】  事業推進 

一般国道191 号 萩・三隅道路【山口県】 事業推進 

一般国道373 号 志戸坂峠道路【岡山県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(東広島JCT～上三永））【広島県】 平成21 年度完成 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(馬木～黒瀬））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(黒瀬～郷原））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(郷原～呉））【広島県】 事業推進 

一般国道491 号 長門・俵山道路【山口県】 事業推進 

一般県道 河原インター線【鳥取県】 事業推進 

一般県道 熱田インター線 熱田工区【島根県】 平成24 年度完成 

主要地方道 鳥取河原用瀬線 嶋工区【鳥取県】 平成24 年度完成 

主要地方道 東伯野添線 東伯西IC 工区【鳥取県】 平成22 年度完成 

臨港道路整備事業 水島港水島玉島地区【岡山県倉敷市】 事業推進 

臨港道路整備事業 呉港阿賀地区【広島県呉市】 平成22 年度完成 

臨港道路整備事業 岩国港装束～室の木地区【山口県岩国市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 堀貫線【岡山県倉敷市】 平成21 年度完成 

 

 

街路整備による都市交通の円滑化 地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路 

 主要地方道 山口宇部線（中央町～東須恵）【山口県】 
平成23 年度完成 

Ⅰ－３ 都市機能の強化 

  （１）既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生 

①交通結節点の改善 

交通結節点の改善 広島駅新幹線口地区（仮称）【広島市】 事業推進 

交通結節点の改善 西条駅地区【広島県東広島市】 事業推進 

交通結節点の改善 岡山駅地区【岡山市】 平成21 年度完成 

駅周辺・中心市街地の活性化に資するまちづくり 倉吉駅周辺地区【鳥取県倉吉市】 平成23 年度完成 

駅周辺・中心市街地の活性化に資するまちづくり 徳山駅周辺地区【山口県周南市】 平成22 年度完成 

駅周辺・中心市街地の活性化に資するまちづくり 広島都心地区【広島市】 平成22 年度完成 

病院等のまちなか立地による中心市街地活性化 母衣町地区【島根県松江市】 平成24 年度完成 

 

市街地整備による都市の再生 倉吉駅南北線（自由通路）【鳥取県倉吉市】 平成22 年度完成 

②都市再生 

市街地整備による都市の再生 倉敷駅周辺第二地区【岡山県倉敷市】 平成22 年度完成 

市街地整備による都市の再生 倉敷市阿知３丁目東地区【岡山県倉敷市】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 古新開地区【広島県呉市】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 向洋駅周辺地区【広島県府中町】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 廿日市駅北地区【広島県廿日市市】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 東桜町地区【広島県福山市】 平成22 年度完成 

市街地整備による都市の再生 防府駅北地区【山口県防府市】 平成21 年度完成 

市街地整備による都市の再生 富田西部第一地区【山口県周南市】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 岡山市西部第４地区【岡山市】 平成20 年度完成 

市街地整備による都市の再生 段原東部地区【広島市】 事業推進 

市街地整備による都市の再生 向洋駅周辺青崎地区【広島市】 事業推進 

 

 

市街地整備による都市の再生 二葉の里地区（仮称）【広島市】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅰ－３ 都市機能の強化 

  （１）既成市街地整備や交通結節機能強化による都市の再生 

市街地整備による都市の再生 若草町地区【広島市】 平成22 年度完成 
 

 
市街地整備による都市の再生 広島駅南口Ｂブロック【広島市】 平成24 年度完成 

Ⅰ－３ 都市機能の強化 

  （２）都市内の渋滞対策による交通の円滑化 

○都市内交通の円滑化 

地域高規格道路 境港出雲道路 一般国道9 号 出雲バイパス【島根県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 境港出雲道路 一般国道485 号 松江第五大橋道路【島根県】 平成24 年度完成 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山西バイパス（西長瀬～北長瀬）【岡山県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山西バイパス（北長瀬～楢津）【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 岡山環状道路 一般国道180 号 岡山環状南道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 空港津山道路 一般国道53 号 岡山北バイパス【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 倉敷立体【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 福山道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 福山本郷道路 一般国道2 号 三原バイパス【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 安芸バイパス【広島県、広島市】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス(中野～瀬野西)【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス(海田東～海田西)【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（出島）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（光南）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（光南地区～商工センター）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島西道路 一般国道2 号 西広島バイパス（廿日市高架）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 岩国大竹道路 一般国道2 号 岩国・大竹道路【広島県、山口県】 事業推進 

地域高規格道路 下関西道路 一般国道191 号 下関北バイパス【山口県】 事業推進 

地域高規格道路 鳥取環状道路【鳥取県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 岡山環状道路 市道藤田浦安南町線【岡山市】 事業推進 

地域高規格道路 福山環状道路 一般県道 津之郷山守線 福山西環状線【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速2 号線（県道府中仁保道路）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速3 号線（市道広島南道路）(宇品～吉島)【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速3 号線（市道広島南道路）(吉島～観音)【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 広島高速道路 広島高速5 号線（県道温品二葉の里線）【広島県】 平成24 年度完成 

一般国道2 号 岡山市内立体【岡山県】 平成20 年度完成 

一般国道2 号 西条バイパス（現道拡幅部）【広島県】 平成21 年度完成 

一般国道2 号 戸田拡幅【山口県】  事業推進 

一般国道2 号 下関拡幅（山の谷交差点立体）【山口県】 平成21 年度完成 

一般国道2 号 周南立体【山口県】  事業推進 

一般国道2 号 小月バイパス（清末東町～亀浜町）【山口県】  事業推進 

一般国道9 号 小郡改良【山口県】  事業推進 

一般国道29 号 津ノ井バイパス（鳥取ＩＣアクセス、吉成立体）【鳥取県】 平成21 年度完成 

一般国道30 号 児島・玉野拡幅【岡山県】  事業推進 

一般国道54 号 可部バイパス【広島市】  事業推進 

 

 

一般国道180 号 総社・一宮バイパス【岡山県】  事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅰ－３ 都市機能の強化 

  （２）都市内の渋滞対策による交通の円滑化 

一般国道185 号 休山改良【広島県】  事業推進 

一般国道188 号 柳井バイパス【山口県】  平成21 年度完成 

主要地方道 福山沼隈線 福山沼隈道路【広島県】 事業推進 

松江都市圏交通円滑化対策【島根県松江市】  事業推進 

広島都市圏交通円滑化対策【広島県福山市】  事業推進 

岡山都市圏交通円滑化対策【岡山市】  事業推進 

広島都市圏交通円滑化対策【広島市】  事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 米子駅陰田線【鳥取県米子市】 平成23 年度完成 

街路整備による都市交通の円滑化 滝山桜谷線【鳥取県鳥取市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 城山北公園線【島根県松江市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 米倉津島線【岡山市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 下中野平井線【岡山市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 焼山押込線【広島県呉市】 平成21 年度完成 

街路整備による都市交通の円滑化 神辺水呑線（Ⅰ期）【広島県福山市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 門前線【山口県岩国市】 平成21 年度完成 

街路整備による都市交通の円滑化 環状一号線【山口県防府市】 平成21 年度完成 

街路整備による都市交通の円滑化 広島南道路【広島市】 事業推進 

街路整備による都市交通の円滑化 矢賀大州線【広島市】 平成22 年度完成 

 

 

連続立体交差による都市交通の円滑化 ＪＲ広島東部地区【広島県広島市、府中町、海田町】 事業推進 

Ⅱ 安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくり 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

  （１）洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止 

○災害から生活を防御 

河川改修事業 斐伊川 斐伊川放水路【島根県出雲市】 事業推進 

河川改修事業 斐伊川 大橋川改修【島根県松江市】 事業推進 

河川改修事業 斐伊川 中海湖岸堤整備【鳥取県米子市、島根県松江市など】 事業推進 

河川改修事業 旭川 旭川放水路【岡山市】 事業推進 

河川改修事業 由良川（北条川放水路）【鳥取県北栄町】 平成20 年度完成 

河川改修事業 由良川【鳥取県北栄町など】 事業推進 

河川改修事業 塩見川【鳥取県鳥取市】 事業推進 

河川改修事業 大路川【鳥取県鳥取市】 事業推進 

河川改修事業 平田船川【島根県出雲市】 事業推進 

河川改修事業 笹ヶ瀬川【岡山市】 事業推進 

河川改修事業 笹ヶ瀬川（JR 笹ヶ瀬川橋梁）【岡山県岡山市】 平成20 年度完成 

河川改修事業 砂川【岡山市】 事業推進 

河川改修事業 (二）砂川【岡山市】 事業推進 

河川改修事業 吉井川【岡山県津山市など】 事業推進 

河川改修事業 河川堤防耐震対策 太田川【広島市】 事業推進 

河川改修事業 広島地区【広島市】 事業推進 

河川改修事業 黒瀬川【広島県東広島市など】 事業推進 

河川改修事業 中川【山口県宇部市】 事業推進 

 

 

河川改修事業 周防地区【山口県山陽小野田市など】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

  （１）洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止 

河川改修事業、都市河川改修事業 太田川高潮対策【広島市など】 事業推進 

床上浸水対策特別緊急事業 太田川中･上流部【広島市、安芸太田町】 平成23 年度完成 

床上浸水対策特別緊急事業 新内藤川【島根県出雲市】 平成20 年度完成 

河川激甚災害対策特別緊急事業 錦川【山口県岩国市】 平成21 年度完成 

特定構造物改築事業 旭川 百間川河口水門【岡山県岡山市】 事業推進 

水防災対策特定河川事業 江の川【島根県江津市、広島県三次市など】 事業推進 

特定多目的ダム建設事業 殿ダム【鳥取県鳥取市】 平成23 年度完成 

特定多目的ダム建設事業 志津見ダム【島根県飯南町】 平成22 年度完成 

特定多目的ダム建設事業 尾原ダム【島根県雲南市、奥出雲町】 平成22 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 第二浜田ダム【島根県浜田市】 事業推進 

補助多目的ダム建設事業 大谷川ダム【岡山県新見市】 事業推進 

補助多目的ダム建設事業 福富ダム【広島県東広島市】 平成21 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 野間川ダム【広島県三原市、尾道市】 平成24 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 庄原ダム【広島県庄原市】 平成24 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 平瀬ダム【山口県岩国市】 事業推進 

補助多目的ダム建設事業 大河内川ダム【山口県長門市】 事業推進 

治水ダム建設事業 仁賀ダム【広島県竹原市】 平成23 年度完成 

治水ダム建設事業 真締川ダム【山口県宇部市】 平成20 年度完成 

治水ダム建設事業 黒杭川上流ダム【山口県柳井市】 平成22 年度完成 

治水ダム建設事業 木屋川ダム再開発（嵩上げ）【山口県下関市】 事業推進 

治水ダム建設事業 梶毛ダム【広島市】 平成20 年度完成 

砂防事業 広島西部山系【広島市など】 事業推進 

砂防事業 大山山系【鳥取県倉吉市など】 事業推進 

砂防事業 住吉谷川【鳥取県倉吉市】 平成21 年度完成 

砂防事業 砂田川【島根県邑南町】 事業推進 

砂防事業 一本杉川【島根県美郷町】 事業推進 

砂防事業 東桜木川【広島県海田町】 平成21 年度完成 

砂防事業 本浦小川【山口県周南市】 平成24 年度完成 

地すべり対策事業 上呰部地区【岡山県真庭市】 事業推進 

地すべり対策事業 久原地区【山口県長門市】 事業推進 

雪崩対策事業 細見中【広島県北広島町など】 事業推進 

海岸保全施設整備事業 皆生海岸【鳥取県米子市など】 事業推進 

海岸高潮対策事業 三蟠九蟠海岸【岡山県岡山市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 尾津海岸【山口県岩国市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 湯山海岸【鳥取県鳥取市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 和木波子海岸【島根県江津市】 事業推進 

海岸老朽化緊急対策事業 深江海岸【広島県廿日市市】 事業推進 

浸水被害の軽減に資する下水道事業（千田地区）【広島市】 事業推進 

海岸保全施設整備事業 広島港海岸【広島県広島市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 宇野港海岸【岡山県玉野市】 平成22 年度完成 

海岸高潮対策事業 児島三五区海岸【岡山市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 児島六区海岸【岡山市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 児島七区海岸【岡山県岡山市、玉野市】 事業推進 

 

 

海岸高潮対策事業 広島港海岸【広島県広島市、坂町】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 

 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

  （１）洪水、高潮、地震、急傾斜地の崩壊等による被害の未然防止 

海岸高潮対策事業 瀬戸田港海岸【広島県瀬戸田町】 事業推進 

海岸高潮対策事業 瀬戸田海岸【広島県尾道市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 御手洗港海岸【広島県呉市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 福山港海岸【広島県福山市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 倉橋漁港海岸【広島県呉市】 平成23 年度完成 

海岸高潮対策事業 呉港海岸【広島県呉市】 平成23 年度完成 

海岸高潮対策事業 徳山下松港海岸【山口県周南市、下松市、光市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 三田尻中関港海岸【山口県防府市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 厚狭港海岸【山口県山陽小野田市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 埴生港海岸【山口県山陽小野田市】 事業推進 

海岸高潮対策事業 下関東港海岸【山口県下関市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 浜田港海岸【島根県浜田市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 益田港海岸【島根県益田市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 津田漁港海岸【島根県益田市】 事業推進 

海岸侵食対策事業 小串港海岸【山口県下関市】 事業推進 

島根54 号トンネル改良（三刀屋トンネル）【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 直地防災【島根県】  事業推進 

一般国道9 号 津和野地区防災【島根県】 事業推進 

一般国道53 号 大田防災【岡山県】  事業推進 

一般国道53 号 御津草生地区防災【岡山県】 事業推進 

一般国道188 号 由宇地区防災【山口県】 事業推進 

栄橋【広島県、山口県】  事業推進 

新寿橋【山口県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【鳥取県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【島根県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【岡山県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【広島県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【山口県】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【岡山市】 事業推進 

管内橋梁耐震補強【広島市】 事業推進 

一般国道487 号 早瀬大橋耐震補強【広島県】 平成24 年度完成 

一般国道2 号 光南電線共同溝【広島県】 事業推進 

一般国道9 号 西津田電線共同溝【島根県】 事業推進 

一般国道53 号 田園町電線共同溝【鳥取県】 事業推進 

一般国道190 号 宇部湾岸電線共同溝【山口県】 事業推進 

一般国道180 号 岡山西電線共同溝【岡山県】 事業推進 

一般国道261 号 桜江バイパス【島根県】 平成23 年度完成 

一般国道434 号 徳山～錦バイパス【山口県】 平成23 年度完成 

一般国道488 号 澄川工区【島根県】 平成22 年度完成 

主要地方道 松江島根線 菅田工区【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道191 号 法面対策事業（坪野～遊谷）【広島県】 事業推進 

主要地方道 府中上下線 法面対策事業（河佐町）【広島県】 事業推進 

 

 

主要地方道 三原東城線 法面対策事業（八坂）【広島県】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 

 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

  （２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止 

①災害時に生命線となる道路を確保し、安全で安心な生活を支援 

山陰自動車道（斐川～出雲）【島根県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（佐用～大原）【岡山県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（大原～西粟倉）【岡山県】 事業推進 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（智頭～河原）【鳥取県】 平成20 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（河原～鳥取）【鳥取県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 尾道松江線（尾道～甲山）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（甲山～吉舎）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉舎～三次）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（三次～吉田掛合）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉田掛合～三刀屋木次）【島根県】 事業推進 

地域高規格道路 福山本郷道路 一般国道2 号 木原道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道178 号 東浜居組道路【鳥取県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 松永道路【広島県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅱ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅲ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 東伯・中山道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 中山・名和道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 名和・淀江道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 松江道路【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 出雲・湖陵道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 多伎・朝山道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 朝山・大田道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 静間・仁摩道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 仁摩・温泉津道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（浜田西～西村）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（西村～三隅）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 益田道路（遠田～久城）【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 益田道路（久城～高津）【島根県】 事業推進 

一般国道191 号 萩・三隅道路【山口県】 事業推進 

一般国道491 号 長門・俵山道路【山口県】 事業推進 

一般国道373 号 志戸坂峠道路【岡山県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(東広島JCT～上三永））【広島県】 平成21 年度完成 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(馬木～黒瀬））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(黒瀬～郷原））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(郷原～呉））【広島県】 事業推進 

一般国道482 号 下蚊屋バイパス【鳥取県】 平成22 年度完成 

一般国道482 号 茗荷谷～淵見バイパス【鳥取県】 平成23 年度完成 

一般国道431 号 境水道大橋 橋梁補修【鳥取県】 事業推進 

一般国道437 号 大島大橋 橋梁補修【山口県】 事業推進 

一般県道 斐川出雲大社線 北神立橋【島根県】 平成22 年度完成 

主要地方道 松江鹿島美保関線 佐陀本郷工区【島根県】 平成23 年度完成 

 

 

主要地方道 松江島根線 西川津工区【島根県】 平成22 年度完成 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅱ－１ 災害の防止・軽減 

  （２）災害等の発生時における社会活動への深刻な影響の防止 

②災害時に拠点となる施設を整備し、安全で安心な生活を支援 

河川防災ステーション、水防拠点など 河川防災関連施設【島根県益田市】 平成21 年度完成 

河川防災ステーション、水防拠点など 河川防災関連施設【岡山市】 事業推進 

山口県高潮防災ステーション【山口県】 平成22 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 第八管区海上保安本部美保航空基地庁舎【鳥取県境港市】 平成20 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 鳥取地方検察庁庁舎【鳥取県鳥取市】 平成21 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 島根県警察機動隊庁舎【島根県松江市】 平成20 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 海上保安大学校第１実験棟【広島県呉市】 平成21 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 山口県警察機動隊事務所・待機所【山口県山口市】 平成20 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 山口県警察学校寮舎【山口県山口市】 平成21 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 中国管区警察学校本館【広島市】 平成20 年度完成 

官庁施設の耐震対策事業 中国管区警察学校生徒寮【広島市】 平成20 年度完成 

  

官庁施設の耐震対策事業 広島合同庁舎１号館【広島市】 平成23 年度完成 

③震災時に住民生活や経済活動を確保 

耐震強化岸壁の整備 広島港五日市地区【広島市】 平成22 年度完成 

耐震強化岸壁の整備 徳山下松港徳山地区【山口県周南市】 平成23 年度完成 

耐震強化岸壁の整備 西郷港本港地区【島根県隠岐の島町】 平成24 年度完成 

耐震強化岸壁の整備 水島港玉島地区【岡山県倉敷市】 事業推進 

住宅・建築物安全ストック形成事業【鳥取県】 事業推進 

住宅・建築物安全ストック形成事業【島根県】 事業推進 

住宅・建築物安全ストック形成事業【岡山県】 事業推進 

住宅・建築物安全ストック形成事業【広島県】 事業推進 

住宅・建築物安全ストック形成事業【山口県】 事業推進 

 

 

住宅・建築物安全ストック形成事業【広島市】 事業推進 

Ⅱ－３ 安定的な水資源の確保 

  ●水資源の確保による暮らしや産業活動を支える水の安定供給 

○渇水時等にも安定して水を供給 

特定多目的ダム建設事業 殿ダム【鳥取県鳥取市】 平成23 年度完成 

特定多目的ダム建設事業 尾原ダム【島根県雲南市、奥出雲町】 平成22 年度完成 

特定多目的ダム建設事業 志津見ダム【島根県飯南町】 平成22 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 大谷川ダム【岡山県新見市】 事業推進 

補助多目的ダム建設事業 福富ダム【広島県東広島市】 平成21 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 野間川ダム【広島県三原市、尾道市】 平成24 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 庄原ダム【広島県庄原市】 平成24 年度完成 

補助多目的ダム建設事業 平瀬ダム【山口県岩国市】 事業推進 

  

  

補助多目的ダム建設事業 大河内川ダム【山口県長門市】 事業推進 

Ⅱ－４  陸上及び海上における交通安全の向上 

  ●陸上及び海上における交通安全の確保 

○交通安全の確保 

一般国道2 号 早島中交差点改良【岡山県】 事業推進 

一般国道2 号 福山市内交差点改良（西桜町一丁目交差点）【広島県】 事業推進 

一般国道2 号 茶屋交差点改良【山口県】 事業推進 

 

 

一般国道9 号 南隈交差点改良【鳥取県】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 

 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅱ－４  陸上及び海上における交通安全の向上 

  ●陸上及び海上における交通安全の確保 

一般国道9 号 大池尻交差点改良【島根県】 事業推進 

一般国道54 号 青迫交差点改良【広島県】 事業推進 

一般国道9 号 揖屋歩道整備【島根県】 事業推進 

一般国道53 号 打穴中歩道整備【岡山県】 事業推進 

一般国道9 号 長瀬自転車歩行者道整備【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 西福原自転車道整備【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 出雲自転車道整備【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 竹崎自転車道整備【山口県】 事業推進 

一般国道185 号 的場自転車歩行者道整備【広島県】 事業推進 

一般国道431 号 交差点改良【鳥取県】 平成21 年度完成 

一般県道 日吉津伯耆大山停車場線 歩道設置【鳥取県】 平成23 年度完成 

一般県道 倉吉東伯線 歩道設置【鳥取県】 平成22 年度完成 

主要地方道 鳥取鹿野倉吉線 歩道設置【鳥取県】 事業推進 

一般国道431 号 西浜佐陀工区【島根県】 事業推進 

一般国道183 号 交通安全事業（山内町～上原町）【広島県】 事業推進 

一般国道375 号 交通安全事業（乃美尾）【広島県】 事業推進 

一般県道 陶湯田線 交通安全事業【山口県】 平成23 年度完成 

一般国道2 号 光南電線共同溝【広島県】 事業推進 

一般国道9 号 西津田電線共同溝【島根県】 事業推進 

一般国道53 号 田園町電線共同溝【鳥取県】 事業推進 

一般国道190 号 宇部湾岸電線共同溝【山口県】 事業推進 

一般国道180 号 岡山西電線共同溝【岡山県】 事業推進 

地域連携事業 太田川マリーナ【広島市】 事業推進 

ボートパーク整備事業 福山港一文字地区【広島県福山市】 平成23 年度完成 

航路標識の省エネ・エコロジー化【島根県、鳥取県】 事業推進 

 

 

航路標識の省エネ・エコロジー化【山口県、広島県、岡山県】 事業推進 

Ⅲ 多彩な文化と自然を活かした豊かで快適なくらし・社会の創造 

Ⅲ－１  瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり 

   （１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現 

①自然とのふれあいの場の創出 

水環境整備事業 斐伊川【島根県松江市など】 事業推進 

水環境整備事業 湖山池【鳥取県鳥取市】 事業推進 

地域連携事業 旭川【岡山市など】 平成20 年度完成 

地域連携事業 瀬野川【広島市】 事業推進 

自然再生事業 江の川上流【広島県三次市など】 事業推進 

港湾環境整備事業 海士港先灘地区【島根県海士町】 平成22 年度完成 

港湾環境整備事業 徳山下松港徳山地区「晴海緑地」【山口県周南市】 平成22 年度完成 

港湾環境整備事業 宇部港東見初地区【山口県宇部市】 事業推進 

海域環境創造自然再生等事業 尾道糸崎港浦崎地区【広島県尾道市】 平成20 年度完成 

 

  

海域環境創造自然再生等事業 広島港五日市地区【広島市】 平成22 年度完成 

 
 
 
 
 

 

※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 
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次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅲ－１  瀬戸内海や日本海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり 

   （１）瀬戸内海等への環境負荷低減等による美しく豊かな自然環境や景観等の実現 

②美しく豊かな自然を復元 

下水道の普及促進【島根県益田市】  平成20 年度完成 

下水道の普及促進【広島県世羅町】  平成20 年度完成 

下水道の普及促進【山口県岩国市】  事業推進 

合流式下水道の改善【広島県福山市】  事業推進 

湖の水質保全に資する下水道事業【岡山県】  事業推進 

航路標識の省エネ・エコロジー化【島根県、鳥取県】 事業推進 

 

航路標識の省エネ・エコロジー化【山口県、広島県、岡山県】 事業推進 

③日本海沿岸の地域資源を活用 

海岸保全施設整備事業 皆生海岸【鳥取県米子市など】 事業推進 

 

 

海岸侵食対策事業 湯山海岸【鳥取県鳥取市】 事業推進 

Ⅲ－１ 瀬戸内海等の地域資源を活かした美しく豊かな地域づくり 

  （２）瀬戸内海をはじめとする自然・歴史・文化等の地域資源を活用した地域づくり 

○中国地方独自の地域資源を活用 

歴史、自然を活かした地域の拠点形成 国営備北丘陵公園【広島県庄原市】 事業推進 

歴史、文化を活かしたまちづくり 倉敷駅周辺地区【岡山県倉敷市】 平成21 年度完成 

歴史、文化を活かしたまちづくり 早島の金比羅往来地区【岡山県早島町】 平成23 年度完成 

歴史、文化を活かしたまちづくり 萩城下町周辺地区【山口県萩市】 平成21 年度完成 

身近なまちづくりを支援する街路整備 大社地区【島根県出雲市】 事業推進 

身近なまちづくりを支援する街路整備 三次町地区【広島県三次市】 平成20 年度完成 

身近なまちづくりを支援する街路整備 長府地区【山口県下関市】 事業推進 

身近なまちづくりを支援する街路整備 堀内地区【山口県萩市】 事業推進 

身近なまちづくりを支援する街路整備 宮市国衛地区【山口県防府市】 事業推進 

良好な街なみ環境の整備 倉吉打吹地区【鳥取県倉吉市】 事業推進 

良好な街なみ環境の整備 石見銀山地区【島根県大田市】 平成21 年度完成 

良好な街なみ環境の整備 白市地区【広島県東広島市】 事業推進 

良好な歴史的環境の保全・復元 萩市歴史的風致保存区域【山口県萩市】 平成23 年度完成 

 

  

伝統的建造物群の保存改修（倉敷市地域住宅計画）【岡山県倉敷市】 平成21 年度完成 

Ⅲ－２ 良好な都市空間の形成 

  （１）静脈物流ネットワークの構築等による循環型社会の創出 

○資源の循環的な利用 

廃棄物埋立護岸整備事業 水島港玉島地区【岡山県倉敷市】 平成24 年度完成 

廃棄物埋立護岸整備事業 広島港出島地区【広島市】 事業推進 

廃棄物埋立護岸整備事業 宇部港東見初地区【山口県宇部市】（リサイクルポート） 平成23 年度完成 

 

  

廃棄物埋立護岸整備事業 徳山下松港新南陽地区【山口県周南市】（リサイクルポート） 事業推進 

Ⅲ－２ 良好な都市空間の形成 

  （２）地域の状況に応じた良好な道路環境の創出 

○沿道環境の改善 

緑陰道路プロジェクト 祗園新道【広島市】 事業推進 

 

 

緑陰道路プロジェクト 海峡花通り【山口県下関市】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 

 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅲ－２ 良好な都市空間の形成 

  （３）水・緑豊かで美しい都市生活空間の形成 

①都市の魅力再生 

環境学習の場となる公園整備 重箱緑地【鳥取県鳥取市】 平成22 年度完成 

交流拠点となる公園整備 西大寺南ふれあい公園【岡山市】 平成21 年度完成 

交流拠点となる公園整備 維新百年記念公園【山口県山口市】 平成22 年度完成 

交流拠点となる公園整備 山口きらら博記念公園【山口県山口市】 平成23 年度完成 

 

水と緑のネットワークの形成（広島デルタ地域）【広島市】  事業推進 

②良好な住環境の形成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 倉吉地方合同庁舎【鳥取県倉吉市】 平成21 年度完成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 浜田港湾合同庁舎【島根県浜田市】 平成21 年度完成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 岡山第２地方合同庁舎【岡山市】 平成21 年度完成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 呉港湾合同庁舎【広島県呉市】 平成21 年度完成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 山口第２地方合同庁舎【山口県山口市】 平成21 年度完成 

太陽光発電の導入や建物の緑化を整備する施設 岩国港湾合同庁舎【山口県岩国市】 平成21 年度完成 

住宅市街地の基盤整備 西風新都【広島市】 事業推進 

公営住宅の整備 久城団地（島根県地域住宅計画）【島根県益田市】 平成22 年度完成 

公営住宅の整備 （仮称）原井団地（島根県地域住宅計画）【島根県浜田市】 平成21 年度完成 

公営住宅の整備 有原団地（出雲市地域住宅計画、島根県地域住宅計画）【島根県出雲市】 平成24 年度完成 

公営住宅の整備 宮ノ前団地（隠岐の島町地域住宅計画、島根県地域住宅計画）【島根県隠岐の島町】 平成23 年度完成 

公営住宅の整備 原尾島団地（第１期）（岡山県地域住宅計画）【岡山県】 平成20 年度完成 

公営住宅の整備 吉島住宅（広島県地域住宅計画）【広島県】 事業推進 

公営住宅の整備 稗田団地（山口県地域住宅計画）【山口県下関市】 事業推進 

改良住宅等の改善 東朝日町アパート（松江市地域住宅計画、島根県地域住宅計画）【島根県松江市】 平成23 年度完成 

 

 

地域優良賃貸住宅の整備（倉敷市地域住宅計画）【岡山県倉敷市】 平成21 年度完成 

Ⅲ－３ 少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現 

  ●少子高齢社会に対応したユニバーサル社会の実現 

○ユニバーサルデザインに配慮した快適に暮らせる環境を創出 

一般国道9 号 袖師横断地下道整備【島根県松江市】 事業推進 

官庁施設のバリアフリー 鳥取第１地方合同庁舎【鳥取県鳥取市】 平成20 年度完成 

電線共同溝整備街路事業 鷹取奈良津線【広島県福山市】 事業推進 

公営住宅ストックの改善 東岐波団地 （山口県地域住宅計画）【山口県宇部市】 平成23 年度完成 

都市公園のバリアフリー化の促進【島根県益田市】 事業推進 

 

  

都市公園のバリアフリー化の促進【広島市】 事業推進 

Ⅲ－４ 中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 

  ●中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 

○安全で快適な居住環境を創出 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道183 号 鍵掛峠道路【鳥取県、広島県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道181 号 江府道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道482 号 茗荷谷～淵見バイパス【鳥取県】 平成23 年度完成 

一般国道485 号 別府バイパス【島根県】 平成22 年度完成 

一般国道485 号 郡バイパス【島根県】 平成24 年度完成 

一般国道491 号 長門・俵山道路【山口県】 事業推進 

一般県道 草野横田線 草野工区【島根県】 事業推進 

一般県道 豊浜蒲刈線（安芸灘３号橋：豊島大橋）【広島県】  平成20 年度完成 

 
 

主要地方道 安来木次線 中久野工区【島根県】 平成23 年度完成 

 

 

 90 

※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅲ－４ 中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 

  ●中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実 

主要地方道 西郷都万郡線 大津久工区【島根県】 事業推進 

中山間地等の居住環境の向上 宍道地区【島根県松江市】 平成23 年度完成 

中山間地等の居住環境の向上 浜田駅周辺地区【島根県浜田市】 平成21 年度完成 

中山間地等の居住環境の向上 江津地区【島根県江津市】 平成24 年度完成 

地域の顔となるシンボルロードの整備 出雲市駅前矢尾線【島根県出雲市】 平成20 年度完成 

身近なまちづくりを支援する街路整備 今市地区【島根県出雲市】 事業推進 

身近なまちづくりを支援する街路整備 真締川周辺地区【山口県宇部市】 事業推進 

交流拠点となる公園整備 せら県民公園【広島県世羅町】 事業推進 

フェリーターミナルの整備 七類港七類地区【島根県松江市】 事業推進 

フェリーターミナルの整備 西郷港本港【島根県隠岐の島町】 平成24 年度完成 

 
 

フェリーターミナルの整備 柳井港岸ノ下地区【山口県柳井市】 事業推進 

Ⅳ 交流・連携による一体的で活力のある地域づくり 

Ⅳ－１ 都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生 

  （１）山陰と山陽及び分散した都市間等の連携強化 

○交流・連携の軸を創出 

山陰自動車道（斐川～出雲）【島根県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（佐用～大原）【岡山県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（大原～西粟倉）【岡山県】 事業推進 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（智頭～河原）【鳥取県】 平成20 年度完成 

中国横断自動車道 姫路鳥取線（河原～鳥取）【鳥取県】 平成21 年度完成 

中国横断自動車道 尾道松江線（尾道～甲山）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（甲山～吉舎）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉舎～三次）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（三次～吉田掛合）【広島県】 事業推進 

中国横断自動車道 尾道松江線（吉田掛合～三刀屋木次）【島根県】 事業推進 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道9 号 駟馳山バイパス【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道183 号 鍵掛峠道路【鳥取県、広島県】 事業推進 

地域高規格道路 境港出雲道路 一般国道9 号 出雲バイパス【島根県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 境港出雲道路 一般国道431 号 東林木バイパス【島根県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 福山道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 松永道路【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 倉敷立体【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 玉島・笠岡道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 玉島・笠岡道路（Ⅱ期）【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 倉敷福山道路 一般国道2 号 笠岡バイパス【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 空港津山道路 一般国道53 号 津山南道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 空港津山道路 一般国道53 号 岡山北バイパス【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 美作岡山道路 一般国道374 号 湯郷勝央道路【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 美作岡山道路 （主）佐伯長船線【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 美作岡山道路 （主）岡山吉井線【岡山県】 事業推進 

地域高規格道路 福山本郷道路 一般国道2 号 三原バイパス【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス（中野～瀬野西）【広島県】 事業推進 

 

 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 東広島バイパス（海田東～海田西）【広島県】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅳ－１ 都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生 

  （１）山陰と山陽及び分散した都市間等の連携強化 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路（出島)【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路(光南）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 広島南道路(光南～商工センター）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 東広島廿日市道路 一般国道2 号 安芸バイパス【広島県、広島市】 事業推進 

地域高規格道路 岩国大竹道路 一般国道2 号 岩国・大竹道路【広島県、山口県】 事業推進 

地域高規格道路 下関西道路 一般国道191 号 下関北バイパス【山口県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅱ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 鳥取西道路（Ⅲ期）【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 東伯・中山道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 中山・名和道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 名和・淀江道路【鳥取県】 事業推進 

一般国道9 号 松江道路【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 出雲・湖陵道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 多伎・朝山道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 朝山・大田道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 静間・仁摩道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 仁摩・温泉津道路【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（浜田西～西村）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 浜田・三隅道路（西村～三隅）【島根県】 事業推進 

一般国道9 号 益田道路（遠田～久城）【島根県】 平成21 年度完成 

一般国道9 号 益田道路（久城～高津）【島根県】 事業推進 

一般国道191 号 萩・三隅道路【山口県】 事業推進 

一般国道373 号 志戸坂峠道路【岡山県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(東広島JCT～上三永））【広島県】 平成21 年度完成 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(馬木～黒瀬））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(黒瀬～郷原））【広島県】 事業推進 

東広島・呉自動車道（一般国道375 号 東広島・呉道路(郷原～呉））【広島県】 事業推進 

 

 

一般国道491 号 長門・俵山道路【山口県】 事業推進 

Ⅳ－１ 都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生 

  （２）都市間や都市と中山間地域等の多様な交流の拡大 

○都市と中山間地域をつなぎ、多様な交流を拡大 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道178 号 東浜居組道路【鳥取県】 平成20 年度完成 

地域高規格道路 鳥取豊岡宮津自動車道 一般国道178 号 岩美道路【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道181 号 江府道路【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 江府三次道路 一般国道183 号 鍵掛峠道路【鳥取県、広島県】 事業推進 

地域高規格道路 北条湯原道路 一般国道313 号 倉吉道路【鳥取県】 平成24 年度完成 

地域高規格道路 北条湯原道路 一般国道313 号（倉吉～関金）【鳥取県】 事業推進 

地域高規格道路 美作岡山道路 主要地方道 佐伯長船線【岡山市】 事業推進 

地域高規格道路 東広島高田道路 一般国道375 号 東広島道路（東広島JCT～溝口）【広島県】 平成21 年度完成 

地域高規格道路 東広島高田道路 一般国道375 号 東広島道路（溝口～郷）【広島県】 事業推進 

地域高規格道路 小郡萩道路 一般国道490 号 大田絵堂道路【山口県】 平成22 年度完成 

 

 

地域高規格道路 小郡萩道路 一般国道490 号 美東大田道路【山口県】 平成22 年度完成 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 



 
次期整備目標 

次期重点整備方針 

計画期間（５カ年） 
主    要    事    業 

[H20～H24] 

Ⅳ－１ 都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生 

  （２）都市間や都市と中山間地域等の多様な交流の拡大 

一般国道180 号 南部バイパス【鳥取県】 事業推進 

一般国道181 号 岸本バイパス【鳥取県】 平成23 年度完成 

一般国道375 号 湯抱バイパス【島根県】 事業推進 

一般国道487 号 警固屋音戸バイパス【広島県】 事業推進 

一般国道488 号 長沢バイパス【島根県】 事業推進 

一般県道 河原インター線【鳥取県】 事業推進 

一般県道 豊浜蒲刈線（安芸灘３号橋：豊島大橋）【広島県】  平成20 年度完成 

主要地方道 仁摩邑南線 大原工区【島根県】 事業推進 

主要地方道 矢野安浦線 萩原工区【広島県】 事業推進 

主要地方道 福山沼隈線 福山沼隈道路【広島県】 事業推進 

ぷらっと（PLAT！)尾道計画 尾道糸崎港・瀬戸田港【広島県尾道市】 平成22 年度完成 

 

 

大崎上島アクセス快適化計画 大西港・鮴崎港・木江港【広島県大崎上島町】 平成23 年度完成 

Ⅳ－２ 広域観光の促進 

  ●空港や港湾などの国際交流拠点機能の強化による広域観光の促進 

①既存空港の機能の向上・充実 

滑走路延長 美保飛行場（米子空港）【鳥取県境港市】  平成21 年度完成 

空港施設の更新・改良 広島空港【広島県三原市など】 事業推進 
 

民間航空再開 岩国飛行場【山口県岩国市】 事業推進 

②広域的な交流・連携の推進 

主要地方道 大社日御碕線 中山工区【島根県】 平成24 年度完成 

  

  

一般県道 柿木津和野停車場線 中座工区【島根県】 事業推進 
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※事業の実施にあたっては、事業毎に事業評価監視委員会に諮るなど、厳格な評価を行ったうえで執行する。 
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第８章 ビジュアルマップ 
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